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窒素酸化物排出低減用触媒技術の開発動向
　近年の日本の大気汚染の状況を見ると、硫黄酸化物濃度は改善されているが、都市部
の窒素酸化物（NOx）濃度はほとんど改善されていない。NOxは近年増加している光化
学オキシダントの原因物質でもあることから、今後も対策技術の開発は重要な課題であ
る。NOxをはじめとする、自動車や工場の排出ガス浄化に使用され、我々の健康保持に
重要な役割を果たしているのが触媒である。
　日本では大気中のNOxの半分以上が自動車から排出されており、自動車のNOx対策
が極めて重要である。このため、日本の自動車のNOx排出規制は年々強化されている。
ガソリン自動車のNOx対策には、従来三元触媒が用いられてきた。しかし近年開発され
たリーンバーンエンジンには適用できないため、新たな触媒システムの開発が進められ
ている。さらに、ディーゼル自動車についても新たなNOx対策触媒技術の開発が進めら
れている。これらの分野で日本は欧米に先行した技術を有しており、産学官の共同プロ
ジェクトも実施され、成果を上げている。
　固定発生源の場合、大型の発電設備などはアンモニア脱硝装置などによりNOxが抑制
されており、その技術は日本が世界をリードしている。一方、コージェネレーションな
どの小型の発電設備を対象として、米国ではアンモニア脱硝装置に代わる新技術が実用
化されている。
　環境対策触媒技術の課題として、稀少資源の保護の観点から、自動車用触媒に使用さ
れる貴金属量の抑制が挙げられる。また、エネルギーおよび環境問題およびCO2 排出量
の削減に寄与するために、ガソリン以外の燃料に対応する自動車排出ガス浄化触媒の開
発が必要となる。さらに、コージェネレーションなどの小型発電設備の普及に応じて、
小型設備用低NOx排出技術の開発も必要となる。
　これらの課題に対して、環境触媒技術の開発を促進するために以下の提言を行う。
① 触媒の貴金属使用量の削減に向けて、SPring‐8のような最先端の大型分析設備を活用
し、それらに高度な知見を有する大学や機関が企業と連携して研究を推進する。
② 貴金属のリサイクルを促進するために、発展途上国の廃棄自動車および貴金属の回収
事業を支援する。
③ エネルギー問題への対応に結びつく環境触媒技術として、ディーゼル、バイオマス、
圧縮天然ガス（CNG）などを燃料とする、自動車に対する排出ガス浄化技術の開発お
よび基礎研究の促進を図る支援を行う。また、世界に先駆けて実用化したプラズマ技術
と、触媒を使用したハイブリッドタイプの新排出ガス浄化システムの開発を進めるこ
とによって、排出ガスの浄化に必要なエネルギーが節減可能となることが示唆される。
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京都メカニズムにおける原子力技術利用への動き
̶京都議定書の将来枠組みでの注目点̶
　京都議定書では先進国（排出削減義務を負う付属書Ｉ国）の温室効果ガス排出量につ
いて、法的拘束力のある数値目標を設定した。この数値目標の達成は、国内での削減に
限られていない。他の国と共同で実施する温暖化対策事業で生ずる温室効果ガス削減量
の一部を、自国の排出量を削減したものとする仕組みや、他の国と排出削減量を売買で
きる制度を使って、議定書の削減目標を達成することを認めている。これが、「京都メ
カニズム」と呼ばれる仕組みである。
　先進国同士の削減事業が共同実施（JI、Joint Implementation）、先進国と途上国（京
都議定書上の排出削減義務を負っていない国）で行う事業がクリーン開発メカニズム
（CDM、Clean Development Mechanism）、削減目標を持つ国同士が削減量を取引する
のが排出量取引（ET、Emissions Trading）と呼ばれる。
　クリーン開発メカニズム（CDM）は、先進国から途上国への温室効果ガス削減技
術の提供を促す優れた仕組みであるが、2012 年までの京都議定書第１約束期間では、
CDMの場合も JI でも、原子力技術利用から生じる排出削減量を削減目標の達成に使う
ことは認められていない。
　京都議定書の中で途上国と定義されている国の中でも、特にアジアの幾つかの国は、
今後急速な経済発展と温室効果ガス排出量の増大が見込まれ、将来的には米国などとと
もに温室効果ガス削減負担の新たな義務を負う必要性が出てくると考えられる。この場
合、途上国が持続可能な発展を維持した上で地球規模の温暖化加速を防止するには、温
室効果ガス排出量が少なく、基幹電源として利用できる原子力発電の早い時期での導入
が効果的であると見なされている。また、途上国の原子力開発促進のために何らかの導
入支援を行うことが、世界の二酸化炭素排出量が削減され、地球温暖化に非常に有効で
あるという予測結果も出されている。
　しかしながら、アジアなどの途上国において原子力利用を推進するには、安全管理技
術、核不拡散対策技術などの確立や、途上国各国に対応したきめ細かい導入基盤整備と
いった課題が山積している。
　本稿は、2013 年からの京都議定書第２約束期間およびポスト京都議定書に向けて、
京都メカニズムで原子力技術利用から生じる排出削減量を削減目標の達成に組み込める
ようにし、より効果的に世界の温室効果ガス排出量を削減するため、先進国から途上国
への核不拡散体制下における原子力技術移転や基盤整備支援を提案するものである。こ
れらの現状と課題をまとめ、上記途上国支援の必要性を前提として、以下の注目すべき
３点を提言する。
① ポスト京都議定書に向けて、世界共通の排出基準をつくるなど、新たな目標達成の仕
組み構築における複眼的思考の必要性
②京都メカニズム（CDM/JI）における原子力技術利用の追加
③ 途上国における核不拡散対策下での原子力技術利用促進支援体制確立
　蘆途上国への原子力発電安全管理技術等の技術移転
　蘆原子力分野の人材養成、安全規制体制、国民への原子力広報活動などの基盤整備
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日本の科学技術の現状と今後の予測
 ̶社会・経済ニーズ調査
 　注目科学技術領域の発展シナリオ調査̶
　科学技術動向研究センターは、第３期科学技術基本計画策定のための資料作成として、
下図の各調査を担当しました。
　そのうち、今月は「社会・経済ニーズ調査」と「注目科学技術領域の発展シナリオ調
査」の概要を紹介します。
蜷参考：NISTEP REPORT No.94、No.96
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep094j/idx094j.html
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep096j/idx096j.html
連載概要
第３期科学技術基本計画策定のための資料として科学技術動向研究センターが担当した調査
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　学校教育関係者の間で、青少年の認知・行動・社会性・自己評価上の問題に関し、矯正教育におけ
る教育モデルを、学校教育の現場に応用する可能性に対して、関心が高まっている。日本 LD（学習障
害）学会と特殊教育学会は、矯正教育の教育モデルに関するシンポジウムを開催し、宇治少年院などの
取り組みを紹介した。少年達の、言語による表現・理解・対人相互作用などの苦手や衝動性等に関して、
発達の遅れ・歪みとしての面に焦点を当て、科学的根拠に基づいて支援する教育モデルが、2000 年か
ら実施され、以降再入院率の低下という実績が上っている。教官による管理から生徒の自主へと段階的
に移行する指導計画や、基礎的な学力・体力の向上、このような基礎能力に裏打ちされた的確な自己評
価の確立という枠組みは、学校教育の現場でも適用することが可能であると考えられている。
 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　2005 年４月１日に発達障害者支援法が施行さ
れ、国は、自閉症、アスペルガー症候群とその他
の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障
害、その他これに類する脳機能の障害など、知的
障害のない発達障害児に対しても、早期発見・発
達支援を行なう責務があることが明確化された。
文部科学省は、2007年までに全小中学校において、
学習障害の特別支援教育に対応できる事を目途に、
体制の整備を目指している。このため、各自治体
や学校では、通常教室で行う事の出来る、具体的
な対応策が模索されている。
　学校教育関係者の間では、青少年の認知・行動・
社会性・自己評価上の問題に関し、矯正教育にお
ける教育モデルを応用する可能性に対して関心が
高まっている。日本LD（学習障害）学会や特殊教
育学会は、今年度大会のシンポジウムとして、宇
治少年院などの実践する矯正教育モデルを取り上
げた。
　矯正教育施設での教育方法の多くは、各施設の
方針に任されている。宇治少年院では、少年達の
中に、全般的には知的障害が無いにも関わらず、
読み書き計算・対人理解・協応動作の苦手や、衝
動性を示す者の居る事に注目した。これは、生物
学的、或は環境要因を問わず、発達の過程として
達成して行かなければならない課題の一部に、遅
れや歪みがあることによると推測した。そこで、
科学的根拠に基づいて、遅れている発達課題の達
成を支援し、歪んでいる部分をもう一度育て直す
教育モデルを開発し、2000 年から実践している。
それ以降、宇治少年院修了者の再入院率は低下し、
モデルの有効性が評価されつつあり、関西・中部
などの少年院・鑑別所でも、この教育モデルに基
づいた指導を実施するところが増えている。
　この軽度発達に焦点を当てた教育モデルでは、
11ヶ月間の指導計画を３期にわけ、先ず、①教官
による管理・指導的体制の下に、少年が安心して
自己の問題に対峙できる環境を整備する。次いで、
②教官の管理を緩め、少年が集団行動に参加する
ことによって、他人の話を聴いたり協同したりす
る能力、助け合いの気持ちを育成する。③更に管
理を緩め、少年が自己制御し、自主的に問題解決
できるよう促す。この為には、基礎的な読み・書き・
計算能力・体力の向上と、それに基づいた適切な
自己評価の育成が、必須である。大人の側は、①
少年の良い点や上達した点を、細やかに認め、具
体的にほめる事、②曖昧な見解や態度を避け、確
信を持って接する事が、重要であると指摘してい
る。但し、少女の矯正教育施設入院者に関しては、
少年の場合と異なる点が多く、別途検討する事が
必要とされている。
　このような段階的指導や、基礎的能力の向上と
自己評価の確立という枠組みは、学校教育にも適
用可能であると考えられている。勿論、発達障害
児への対応に関しては、医療関係者による診断・
治療や、心理専門家によるカウンセリングも重要
であるが、子供の実生活の多くの部分を占める学
校教育で、友人や大人を含む集団の現実的状況に
合わせて、発達の遅れや歪みを修正する事が重要
であり、且つ可能である事が示唆された。
参考： 1） 日本LD学会第14回大会抄録：大会企画シンポジウム「宇治少年院における生活モデル (Conduct Model) の
検証 ̶軽度発達障害に焦点化した強制教育と教育評価研究̶」／特別シンポジウム「思春期・青年期の行動
の問題とその対応 ̶発達障害という視点から見た今日的課題̶」
 2） 日本特殊教育学会第43回大会抄録：学会企画シンポジウム「軽度発達障害に焦点化した矯正教育の新たな取
組 ̶非行の risk factor にターゲットをあてた教育と研究̶」
トピックス1　学校教育関係者から注目される矯正教育の教育モデル
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 情報・通信分野 TOPICS Information & communication
　従来、情報システムとはコンピュータや入出力装置などのハードウェア、およびその上で走行するソフト
ウェア・プログラムから構成されるものという認識が強かった。しかし情報システムが広まるにともない、
このような捉え方では社会に十分適合できなかったり、社会と齟齬が生じる事態が発生している。これら
を解決していくには、人間の情報行動を理解し、総合的な価値基準のもとに概念を組み立てたり、社会
的影響について考える必要がある。このような状況に対し本年 4月に情報システム学会が設立され、9
月にはその基盤的考え方を示すため「生圏情報システム」研究会が活動を開始した。生圏とは倫理学の
領域で提示されている概念で、自然と、科学技術を基にした多くの人工物、さらには多様な文化に支え
られた人間の新しい環境とを合わせた、新たな人間の生息圏を指す。本研究会は、人間が環境をどのよ
うに認識し、どのような思考プロセスで対応・行動してきたかを整理し、生圏での情報システムのあるべ
き姿とその構成の道筋を探る。これらは情報システム学の基盤となり、情報社会における学問や技術の
基本的考え方となっていく可能性をもつものである。
トピックス2　人間や社会活動の把握を基点にする新しい情報システム学
　本年４月に設立された情報システム学会（会長：
北城恪太郎 日本 IBM会長）では、９月から、倫理
学の領域で提示されている「生圏」という概念に
おける情報システムのあるべき姿と、その構成の
道筋を考える「生圏情報システム」研究会が活動
を開始した。生圏とは、自然と、科学技術を基に
した多くの人工物や多様な文化に支えられた人間
の新しい環境とを合わせた新たな人間の生息圏を
指す。
　従来、情報システムとはコンピュータや入出力
装置などのハードウェア、およびその上で走行す
るソフトウェア・プログラムから構成されるもの
という認識が強く、情報システム学の中心はコン
ピュータ・サイエンスやプログラミング技術など
と考えられることが多かった。情報システムが単
に効率化を目指し、人間や社会活動の一部を自動
化するという段階では、これでも大きな支障は生
じない。しかし情報システムの適用領域が広まる
にともない、このような捉え方では社会に十分適
合できなかったり、齟齬が生じる事態が発生して
いる。たとえば情報システムを導入しようとする
組織は漠然とした意図はあっても、システムの必
要要件を明確に示せない場合がある。そのような
時には、まず対象組織を十分に観察し、情報シス
テムの導入により解決すべき課題の本質を明らか
にしなければならない。あるいは情報システム化
の対象業務が本来の目的をどの程度達成している
か把握し、業務そのものを見直し、時によっては
その業務の必要性自体を考えるといった踏み込ん
だ検討が求められることもある。このような場合、
まず対象を情報の蓄積や流通、交換などの視点か
ら分析し、システムとして望むべき姿を描写する
必要がある。その中から必要な部分に情報技術を
導入するのである。それには、対象を客観的に把握
し合理的・論理的に記述し表現できなければなら
ないが、我が国のソフトウェア技術力が脆弱な原
因の１つにあげられているように、このようなこ
とに関する思考法や方法論がまだ十分には成熟し
ていない。
　新規に設立された情報システム学会は、情報シ
ステムの構築や活用の基盤として、人間の情報行
動を理解し、総合的な価値基準のもとに概念を組
み立て、社会的影響について考える必要があると
いう前提に立ち、それらの方法論を学際的な ｢情
報システム学 ｣として体系化し、実社会で活用さ
れることを目指す。人間の情報行動を理解し、広
い視野から創造的な情報システムを開発するため
に求められる人材能力の明確化や、それを身に付
けるための育成カリキュラムの検討なども予定し
ている。情報分野は、変化が極めて速く、学界よ
り産業界が先行するケースも多いため、社会のニ
ーズに的確に応える人材育成に向けて実務家と教
育機関との交流促進方法も検討している。
　こうした取組みの中で生圏情報システム研究会
は、人間が環境をどのように認識し、どのような
思考プロセスで対応・行動してきたかを整理し、
生圏での情報システムのあるべき姿とその構成の
道筋を探る。これはこれからの情報システム学研
究の基盤となるもので、人間や社会活動の把握を
基点とする情報システム学の研究推進に不可欠で
あり、そこでの成果は情報社会における学問や技
術の基本的考え方となる可能性を持つものである。
参　考：情報システム学会ホームページ
 https://issj.nuis.jp/
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　気象庁は、2005 年10月25日より、地球環境に大きな影響を与える海洋現象を総合的に診断した
「海洋の健康診断表」をホームページ上に公表している。地球温暖化や気候変動に対する国民の関心が
高まる中、地球表面の約7割を占め、地球温暖化現象に大きな影響を持ち、また台風の発生・発達や
異常気象などにも深く関わっている海洋に関して、現在の状況や変化の原因、今後の見通しなどについて
分かりやすく解説した情報を提供していこうと言う趣旨である。「海洋の健康診断表」の提供診断項目は、
①地球温暖化に関わる海洋の長期変化、②気候に関連する海洋の変動、③週から月規模の海洋の変動、
④北西太平洋の海洋汚染の状況、の 4分類で合計 28 項目である。また、気象庁は、解析・予測精度
の向上のために、新たに観測機器「中層フロート」を日本近海に投入し、観測データの充実を図っている。
　気象庁は、2005 年 10 月 25 日より、異常気象や
地球温暖化などに大きな影響を与える海洋現象を
総合的に診断し、その結果を分かりやすく解説し
た「海洋の健康診断表」をホームページ上に公表
している。「海洋の健康診断表」は、海洋の今の状
態は？　いつもとどう違うの？　これからどうな
るの？　どんな影響があるの？　その原因は？　
といった疑問に分かりやすく答えていこうという
ものである。
　地球表面の約７割を占める海洋は、温室効果ガ
スである二酸化炭素を吸収し、熱を貯えることに
よって、地球温暖化を緩和するとともに、台風の
発生・発達や異常気象などにも深く関わっている。
地球温暖化や気候変動に対する国民的関心も高ま
っている。「海洋の健康診断表」では、海水温や海
面水位、海流の動向などについて詳細に分析した
結果を分かりやすく解説し、地球環境問題に取組
む国や自治体だけでなく、広く一般国民にも活用
されていくことを目的としている。
　「海洋の健康診断表」が提供する診断項目は、①
海面水温や海面水位の長期変化、大気・海洋間の
二酸化炭素交換量等、地球温暖化に関わる海洋の
長期変化（10年～ 100年程度の変化）。②エルニー
ニョ現象や太平洋に存在する十年規模の変動、黒
潮・親潮の長期変動等、気候に関連する海洋の変
動（数か月～ 10年程度の変化）。③北西太平洋の
海面水温や黒潮・親潮、潮位、海氷等の週から月
規模の変動。④北西太平洋の海面浮遊物や海水中
の重金属濃度等の海洋汚染の状況。の４分類で合
計28項目となっている。
　「海洋の健康診断表」には、定期的に最新の状況
を伝える「定期診断表」、黒潮大蛇行や異常潮位な
ど社会的に影響の大きい海洋現象が確認された際
に発表される「臨時診断表」、詳細な調査をとりま
とめた「総合診断表」の３つの形態がある。
　気象庁は、これまでも海洋気象観測船などによ
って海洋観測を行うとともに、全世界の海洋観測
データを収集して、それを基に海洋に関する情報
を提供してきたが、「海洋の健康診断表」の提供
開始にあたり、日本近海の海洋の状況を今まで以
上に正確に把握するため、新たに「中層フロート」
と呼ばれる観測機器を日本近海に投入して、観測
データの充実を図っている。このフロートは長さ
約１mの筒状の計測機器で、通常 1,000mの漂流深
度で５日間程度漂った後、2,000mまで降下し海面
に浮上する。2,000mから海面まで浮上する間に水
温・塩分を観測して、衛星経由で観測データを伝
送するものである。
「海洋の健康診断表」の診断ページ（一部）の例
気象庁ホームページより
海洋の健康診断表：http://www.data.kishou.go.jp/kaiyou/shindan/
トピックス3　気象庁が「海洋の健康診断表」を公開
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　現在、世界的な水不足が進行中であり、2025 年には中東、欧米、中国全域を含む各地域で深刻な
水不足が予測されている。そのため、海水や下水を水資源として活用し、飲料水や工業用水として使用
する水処理技術への需要が高まっている。最新のろ過技術を保有する日本企業の海外での大型水処理プ
ラント建設受注も増加している。
　海水淡水化技術としては、従来、海水を加熱蒸発後、凝縮させて真水を得る高コストな蒸発法が主流
であったが、近年、高効率で耐久性も高い低コストの逆浸透法が増えてきた。逆浸透法では、水は透過
するが塩分粒子は透過させない半透膜を用いて海水から真水を得ることができる。日本企業はこの逆浸
透膜を使用する淡水化手法の開発を精力的に進めている。また、下水再生にも、類似の逆浸透膜が開発
されている。今後、世界的に水資源確保のニーズが増加するため、日本の最新の水処理技術がさらに世
界中で用いられていくと考えられる。
トピックス4　海外の水処理プラントで用いられる膜利用水処理技術
　水資源の枯渇あるいは水質悪化が地球規模で重
要な課題となっており、2025 年には中東、欧米、
中国全域で深刻な水不足が予測されている。飲料
水、工業用水、農業用水などの水資源の持続的確
保および関連技術の需要が高まり、海水淡水化や
下水再生の大型プラント施設の建設が増えている。
今後、世界の水資源確保のニーズは増加する一方
であり、特にアジアでは中国での伸びが大きいと
見られている。今年に入って、日立造船譁、三菱
重工業譁などの日本企業は、東レ譁、東洋紡譁、
日東電工譁などが保有する最新のろ過技術を組み
込んだプラントの建設を、海外で相次いで受注し
ている。
　海水淡水化技術としては、従来、海水を加熱蒸
発後、凝縮させて真水を得る蒸発法が主流であっ
たが、高コストなために、石油が豊富な中東以外
には普及していなかった。しかし現在では、ろ過
技術の進展により低コストで淡水を得ることが可
能になっている。近年、エネルギー消費量が小さく、
経済性に優れる逆浸透法が開発された。逆浸透法
とは、水は透過するが塩分粒子は透過させない半
透膜（逆浸透膜）を用いて海水から真水を得る淡
水化方法である。東レや日東電工は、膜ポリマー
分子中の分子透過の間隙を小さくし、飲料水中の
規制物質の１つであるホウ素を高効率で除去でき、
かつ長期間使用できる耐久性を兼ね備えた逆浸透
膜の開発に成功している。また、東洋紡は塩素系
殺菌剤に強く高耐圧性を有する逆浸透膜の開発に
成功している。
　一方、下水再生技術としては、従来から下水中
の汚泥を沈殿させて上澄みを利用する方法が採用
されてきたが、最近はここにも逆浸透膜を用いて
低コストで浄化する方法が適用されるようになっ
た。東レは高分子技術により、膜表面に有機化合
物や微生物などが固着せず汚れにくい逆浸透膜の
開発に成功している。
　このような技術を組み込んだ、主な海水淡水化
プラントや下水再生プラントの建設および稼動状
況は、以下の表のようになっている。
　今後、世界的に水資源確保のニーズが増加する
ため、日本の最新の水処理技術が世界中で用いら
れていくと考えられる。
海水淡水化プラント内部の逆浸透膜モジュール概観
東レホームページ :
http://www.toray.co.jp/
i r / l i b r a r y / p d f /
liba083.pdf より
プラント稼動状況（予定含む）
場　所 稼働年（予定含む）
平均給水量
（万トン／日）
海水淡水化
プラント
シンガポール 2005 13.6
日本（福岡） 2005 5.0
日本（沖縄） 2005 0.03
アラブ首長国連邦 2008 25.0
サウジアラビア 2008 19.2
下水再生
プラント
シンガポール 2003 4
クウェート 2005 31.8
米国（加州） 2007 22
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　量子コンピュータは、従来のコンピュータでは困難な計算が可能になるほか、データベース検索などを
驚異的に高速化できると期待されており、現在は基礎研究が進められている段階である。量子コンピュ
ータの実現には光子を用いる方法が有力視されているが、安定性のある量子ゲート素子の実現が大きな
課題となっていた。北海道大学電子科学研究所の竹内繁樹助教授を中心とする研究チームは、2005 年
10月12日、新たに発案した誘電体多層膜ミラーによる部分偏光ビームスプリッタにより、コンパクトで
安定性に優れたゲート素子を実現し、動作検証に成功したと発表した。この成果により、複数の光子に
よる量子回路の実現に大きな一歩が踏み出されたこととなり、今後大規模なアルゴリズムでの検証が期待
される。
トピックス5　コンパクトで安定性に優れた光量子コンピュータ用ゲ トー素子
　量子コンピュータは、現在のコンピュータの能
力を桁違いに凌ぐ性能、例えば桁数の大きな因数
分解による暗号の解読や膨大なデータベース検索
などを可能にするものとして期待されており、そ
の実現のための基礎研究が主に、欧、米、豪、日本
などで進められている。
　特に、光子を用いる量子コンピュータは、次の
ようなその理由で有利と考えられている。①すで
に単一光子を検出する技術が開発されており、ま
た偏光などの状態制御が従来の光学部品で出来る。
②量子状態（重ね合わせ状態）の維持が比較的容
易である。③現時点での量子ドットなどの量子ゲ
ート素子には極低温が必要であるのに対して、光
子を用いた量子ゲートは室温で動作する。④量子
通信技術との融合性が高い。
　しかし、まだ量子コンピュータを実現するには
幾つかの困難な技術課題があり、特に、光子を用
いた量子コンピュータは光子の量子相関を生成す
る量子ゲート操作の実現が困難であることが大き
な課題とされてきた。それを解決する方法として、
多くの干渉計を結合させる方式が提案されている
が、数 nm以下の精度で光の経路を一致させるに
は温度変化や振動の精密な補正が必要であり、回
路が複雑になって重ね合わせがより難しくなるこ
とが問題であった。
　2002 年に北海道大学電子科学研究所の竹内繁樹
助教授を中心とする研究チームは、従来の経路干
渉計を用いない、コンパクトで安定性に優れた光
学回路を提案した。2005 年 10 月 12 日、同研究チ
ームは、新しく部分偏光ビームスプリッタを発案
することでかねて提案した光学回路を実現して、
量子ゲート素子（制御ノットゲート①）として動作
検証に成功したと発表した。
　量子コンピュータを実現するには、一方の光子
の状態で、他方の光子の状態を量子的に制御する
ゲート素子の開発が不可欠である。今回発案され
た部分偏光ビームスプリッタは、水平偏光か垂直
偏光のいずれか一方を完全に反射し、他方を 1/3
だけ反射（2/3 は透過）するという特性を持つよ
うに設計されたもので、誘電体の多層膜により作
られたミラーである。これを用いたゲート素子は、
制御ノットとして、量子重ね合わせ状態にも所望
の動作をしていることが確認された。量子相関を
作る干渉計に相当する部分を部分偏光ビームスプ
リッタという１つの部品で実現できたことにより、
コンパクトでかつ安定性が飛躍的に向上し拡張性
も向上する。今回の発表は、複数の光子に対する
量子回路の実現に大きく踏み出したことを意味し、
今後、大規模なアルゴリズムの検証を加速すると
期待される。
　今回の研究発表内容は米国の学術専門誌
「Physical Review Letters」に掲載されるが、この
研究チームとは独立に、同様な研究がドイツのマ
ックスプランク量子光学研究所およびオーストラ
リアのクイーンズランド大学によっても進められ
ており、これらの成果も同時期に掲載される予定
である。
参考： 1）科学技術動向、2002年　1月号、トピックス「量子コンピュータで因数分解、基礎実験に成功」
　　　 2）科学技術動向、2002年　4月号、特集「量子コンピュータの研究開発動向」
① 制御ノットゲート：重ね合わせ状態にある２つの量子ビ
ットを別の重ね合わせ状態にある量子ビットへと変換す
るもの。回転ゲートと制御ノットゲートにより、量子計
算に必要な任意の回路ができる。
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　下水汚泥は年々増加しているが、下水汚泥を有効に利用する取り組みとして、バイオマスとしてエネル
ギー資源化しようとする動きが活発化している。神戸市では、下水汚泥から発生する消化ガスを高純度
のメタンガスに精製する装置の実用化実験が行なわれ、天然ガス自動車用燃料としての実用可能性が示
された。設置された精製装置は、年間１万ｋｍ走行する普通車約 400 台分の燃料ガスを精製すること
が可能であり、今後、より大規模な装置の導入も検討されている。一方、東京都では、下水汚泥から炭
化物を製造し、それを石炭火力発電所の燃料として利用する事業が2007年度から開始される予定であ
り、東京都の年間発生汚泥の約9％がエネルギー資源として利用されることになる見込みである。
トピックス6　活発化する下水汚泥のエネルギー資源化
　下水を浄化処理する過程で産業廃棄物となる下
水汚泥が発生する。この下水汚泥の発生量は年々
増加しており、産業廃棄物の国内総排出量に占め
る割合は約２割にも達している。下水汚泥を有効
に利用する取り組みは、従来は肥料や土壌改良材
などの緑農地利用が主流であったが、最近ではセ
メント原料や溶融スラグ等の建設資材利用が増え
ているとともに、下水汚泥をエネルギー資源とし
て有効利用しようとする動きが活発化している。
下水汚泥は、ガス化、固形燃料化等によりエネル
ギー資源に変換することができ、バイオマス①のひ
とつである。
　消化（発酵）処理により、下水汚泥を減量化し
ていく過程で消化ガスが発生し、この消化ガスは
燃料として利用可能である。しかし、この消化ガ
スは、メタン濃度が約 60％と低く残りは二酸化炭
素であるため、都市ガスに比べると発熱量が低く、
しかも微量に含まれるシロキサン等の不純物によ
る機器の損傷、劣化の問題があることから、有効
利用の用途は限られていた。2004年 11月より、神
戸市と譁神鋼環境ソリューションは、神戸市東灘
区の「東水環境センター」にて、メタンガス精製
装置の実用化と精製ガスの天然ガス自動車燃料へ
の適用に向けて、共同で実証試験に取り組んでき
た。今回のメタンガス精製には、高圧水吸収法技
術（メタンと二酸化炭素の水に対する溶解度の差
を利用したガス成分分離）が採用され、98％以上
のメタン濃縮やシロキサン除去が可能となった。
このガスを用いて市バスや乗用車の試験走行も行
なわれ、十分な走行性能が証明されるとともに、
排ガス規制もクリアーできることが確かめられた。
2005 年７月には、ゴミ収集車としての天然ガス
自動車２台を一週間連続して稼働させ、実用可能
性を示した。このような天然ガス自動車燃料とし
ての実証は、国内では初めてである。現在、東水
環境センターに設置している実験装置では、年間
１万 km走行する普通車約 400 台分の燃料ガスを
精製することができる（燃費を約 10km/Nm3 で計
算した場合）。今後、普通車 1000台分以上の燃料ガ
ス精製が可能な実用設備の導入も検討されている。
　一方、東京都下水道局は、下水汚泥から炭化物
を製造し、それを石炭火力発電所の燃料として再
利用する国内初の事業を、2007 年度から開始する
ことを決定した。バイオ燃料譁、東京電力譁によ
るグループが事業者となり、東京都下水道局の汚
泥処理施設「東部スラッジプラント」（江東区）に
建設する炭化施設を運営する。ここでは、炭化処
理として、下水汚泥を 500℃の低酸素状態で約１時
間蒸し焼きにし、粒状に加工する。製造した炭化
物全量は、石炭火力発電所における石炭の代替燃
料として用いられる。今回の事業では、東京都内
の下水処理の過程で発生する汚泥の約９％をエネ
ルギー資源として活用することが可能となる見込
みである。
　このように、下水汚泥をバイオマスエネルギー
として利用する動きは活発化しているが、汚泥の
エネルギーの資源化プロセスにおける高効率化（例
えば、火力発電所の廃熱を利用した汚泥の炭化等）
は、今後の取り組みとして強く望まれる。
① バイオマス：生物資源を表す概念。一般的には「再生可
能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの」
をバイオマスと呼ぶ。バイオマスを利用することにより
発生する二酸化炭素は、もともと大気中に存在したもの
であるため、大気中の収支はプラスマイナスゼロと見な
される。
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科学技術動向研究
窒素酸化物排出低減用
触媒技術の開発動向
 小沢　　靖 浦島　邦子
 客員研究官 環境・エネルギーユニット
　触媒は、ガソリンなどの燃料の
精製、衣服、自動車、電気製品、
家庭用品などに使われる化成品の
合成、医薬品の製造などに不可欠
のものであるが、自動車や工場の
排出ガス浄化などの環境対策にも
使用されており、我々の健康保持
にも重要な役割を果たしている。
触媒とは、反応前後でほとんど変
化せず、少量で反応速度を変化さ
せる物質のことを言う。反応の促
進効果以外に選択効果もあり、同
じ原料で複数の反応が存在する場
合、触媒の種類によって、それぞ
れ特定の反応を選択的に促進する
ことができる。固体表面が反応を
促進する作用は 1817 年にイギリ
スのDavyによって初めて見出さ
れ、1913 年のドイツのHaber お
よびBoschの技術に基づいた低温
アンモニア合成法の工業化以降、
触媒を用いた種々のプロセスが開
発され１）、産業の発展および環境
の保全に寄与している（図表１）。
触媒の種類および形態は多種多様
であり、固体ばかりでなく硫酸
などの液体も触媒として機能す
る場合がある。固体触媒におい
ては、単独で使用する場合もあ
り、セラミックスなどの材料（触
媒の担体と言う）の表面に微粒子
状に分散固着（担持と言う）して
使用する場合もある。形状は粉末、
顆粒、繊維状、板状、ハニカム
型など様々で、反応に適した構造
が選定される。
　本稿では、移動発生源および固
定発生源に設置されている窒素酸
化物（NOx）排出低減用触媒技術
の現状を概説し、今後開発を進め
る上での課題について提言する。
図表１　触媒の一覧
区分 用途 代表的触媒
工業用
石油精製用 クラッキング触媒、水素化分解・脱硫触媒、改質触媒
石油化学製品製造用 水素化触媒、酸化触媒、重合触媒
医薬・食品用 水素化触媒、酸化触媒、異性化触媒
その他 天然ガス改質触媒、燃料電池電極触媒
環境保全用
自動車排出ガス浄化用 三元触媒、PM酸化触媒
その他
脱硝触媒、ダイオキシン・VOC分解触媒、脱臭触媒、
光触媒
2   大気汚染とNOx排出規制の状況 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
日本における現状
　大気汚染物質は自動車、船舶、
航空機などの移動発生源と工場、
発電所、ごみ焼却場などの固定発
生源から排出される。日本におけ
る大気汚染物質濃度の状況は、す
でに 2005 年７月の科学技術動向
誌に報告されているが２）、二酸化
硫黄（SO2）や一酸化炭素（CO）
濃度は著しく改善されているのに
対し、二酸化窒素（NO2）はほと
んど改善されておらず、NO2 が一
因とされる光化学オキシダントは
近年増加傾向にある。
　2002年度の環境省・国土交通省
のパンフレットによると、窒素酸
化物（NOx）の 52％が自動車から、
35％が工場・事業場からそれぞれ
排出されており、自動車のNOx
対策が重要となる。ディーゼル重
量トラックとバスからのNOx排
出量の推移を図表２に示す。1974
年に排出された量を 100％とする
と、98 年度規制では 20％以下と
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なっていることからわかるよう
に、排出量は年々削減している３）。
　日本における自動車のNOx排
出規制は世界で最も厳しいレベル
で推移している。大都市地域を中
心としたNOxによる大気汚染に
ついては、旧自動車NOx法（1992 
年制定）に基づく規制などの諸施
策が実施されてきた。しかし、自
動車交通量の増大などの理由によ
り、都市部におけるNO2 の大気
環境基準の達成率は改善されてい
ない４）。一方、粒子状物質（PM）
による大気汚染も厳しい状況にあ
り、特にディーゼル自動車から排
出されるPMについては、発ガン
性のおそれがある物質として、国
民の健康への悪影響が懸念されて
いる。このため、NOxに対する従
来の施策を強化するとともに、自
動車交通に起因するPMの削減を
図るため、自動車NOx法の改正
法案が、2001 年６月に成立した。
これにより、排出を規制する物質
にNOxだけでなくPMが追加さ
れ、また、対策地域を拡大すると
ともに、現に使用されているディ
ーゼル自動車の排気ガス規制が段
階的に強化されている。これらの
規制をクリアするために、燃料の
高純度化、エンジン及び排ガス浄
化触媒の高性能化が進められてい
る５～10）。
　固定排出源についても、日本で
は小規模のものを除き、国の法令
および都道府県の上乗せ基準によ
って、設備の種類および規模毎に
NOx排出濃度が規制され、特定
地域では総量も規制されており、
規制強化が図られている。さらに、
大規模な設備の新・増設について
は国や都道府県による環境影響評
価（環境アセスメント）が実施さ
れており、NOx対策などの環境
保全措置が審査されている。
２‐２
米国における現状
　米国では光化学オキシダントの
主成分であるオゾン、およびPM
に加えてCOの大気環境基準の未
達成地域が多く、また、大気中
NOx、CO濃度への自動車の影響
が大きい。このため、日本と同様
に自動車の排出ガス規制を強化し
ており、2007年以降にも規制強化
を予定している。なお欧州も同様
で、年度や内容は未定だが今後も
厳しい規制を予定している 11）。図
図表２　 ディーゼルトラック・バスの NOx
排出量低減効果の推移（直接噴射式）
（注）車両総重量：1.7～ 2.5 トン
資料： 「道路ポケットブック」1999年全国道路利用者会議
図表３　米国と欧州の環境規制法の経緯
参考文献 11）より
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表３に米国と欧州の環境規制法の
経緯を示す。
　固定排出源について、米国で
は図表４に示されるような多くの
NOx排出規制が実施されている
が、近年排出権取引制度を取り入
れて、排出規制によって経済発展
を阻害しないような配慮も行って
いる。NOx排出権取引とは、各
設備に年間に排出できるNOxの
総量を排出権として割り当てて、
実際に排出する量との差の排出権
を売買したり貯蓄したりできる制
度のことで、排出権の割り当てを
徐々に削減していくことによって
NOxの低減を図るものである 12）。
新技術の導入などによって割り当
て以上にNOx排出量を削減すれ
ば、その分の排出権の販売が可能
になるため、経済的に低NOx新
技術の導入が可能になる。しかし、
この制度においても、適切な運用
を行わないと経済発展への影響を
生じる。例えば、カリフォルニア
州では 1993 年からNOx排出権取
引を開始しているが、2000年には
排出量が割当量を超過する事態と
なり、排出権が急騰して発電所の
停止もたらした 13）。また、排出権
を購入すればその設備から割り当
て以上にNOxを排出できるので、
局所的な大気環境の悪化を招く恐
れもある。
　設備の新設および大規模な改造
時には、図表５に示すような基準
を考慮し、排出基準を満たす機器
の導入が求められる 14）。例えば、
BACTでは、大気環境基準を満た
している地域において、新規設備
を導入するに際し、基準汚染物質
すべてを除去できる性能を持ち、
かつランニングコストを含めた費
用がリーズナブルな設備の導入が
求められている。また、LAERは、
大気環境基準を満たしていない地
域で新規設備を導入する場合に指
針となる基準である。これは、例
えばガスタービン発電設備を新た
図表４　固定発生源からのNOx排出量に関する規制
年代 規　制 概　要
1970～ Clean Air Act（CAA） 米国において 1970年に成立した連邦法。
1995～ Acid Rain Program
SO2 と NOxの排出量を減少させ、酸性雨を抑
制することを目的とする。経済的手法により目
標を達成することをめざしており、SO2 は排出
権取引を実施中。このプログラムでは、エネル
ギー効率の改善や関連した公害防止も奨励。
1999～
Ozone Transport Commission 
（OTC）NOx Budget Program
東部 12州における約 900 の火力発電ユニット
と約 100の蒸気ボイラーが主な対象。オゾン・
シーズン（５～９月）における排出総量の上限
は 1990 年の排出量をベースに設定され、この
範囲内で対象発生源に排出上限を割り当てて、
排出権取引を実施。使用しなかった排出許可量
については、売却または持ち越しも可能。
2004～
NOx State Implementation 
Plan（SIP）Call
上記OTC NOx Budget Programをベースに、東
部 22州とワシントンDCにNOx排出権取引を
行う範囲を拡大している。
2005～
Clean Air Interstate Rule
（CAIR）
東部 28州とコロンビア特別区にある石炭火力
発電所から放出される SO2 と NOxの排出を、
10年間で大幅な削減が目的。
検討中 Clear Skies Act
発電による SO2 と NOx及び水銀の排出に上限
を設け、排出量を劇的に減少させ、2000年の水
準より 70％削減する強制力をもつ法律。
図表５　新規および一部の既存固定発生源に対する排出基準
対象物質 発生源 基準名 排出基準対象地域 概要
基準汚染物質
（NOx、SO2、
CO、オゾン、鉛、
PMの６物質）
新規
BACT（Best Available 
Control Technology)
６物質すべて連邦大気
環境基準を達成
NOx、SO2、CO、VOC、鉛、PMの６物質のうちいずれか
を、特定のカテゴリーでは 100t ／年以上、それ以外では
250t ／年以上排出する事業所が対象（大規模発生源）と
なる。同種の新規発生源に適用されるNSPSと同程度に
厳しいものでなければならないとしている。
LAER
（Lowest  Achievable 
Emission Rate）
１物質でも連邦大気環
境基準を未達成 NOx、SO2、CO、VOC、PMの５物質を 100t ／年以上排
出する事業所が対象（新規発生源）となる。最も厳しい
水準となる。オゾン、PM10 の連邦
大気環境基準が未達成
NSPS（New Sourse  
Performance Standards）
６物質すべて連邦大気
環境基準を達成 対象となる種類は、鋼鉄プラント、鉛・亜鉛・同精錬所、
ゴム、タイヤ製造工場などである。特定の種類の新規発
生源が対象。上記のカテゴリーに属する工場は、施設の
規模に関係なく対象となる。既存発生源よりも厳しい水
準となる。
１物質でも連邦大気環
境基準を未達成
オゾン、PM10 の連邦
大気環境基準が未達成
既存
RACT
（Reasonably Available 
Control Technology）
既存発生源（オゾン、
PM10 の連邦大気環境
基準が未達成）
VOCを年間一定量以上排出する既存の事業所が対象とな
る。対象となる排出量は、オゾンによる汚染状況により
異なる。ちなみに、最も汚染がひどい場合は、10t ／年以
上排出する事業所が対象となる。
※これらの基準は、いずれも改正大気清浄法 （CAAA：Clean Air Act Amendments 1990）に基づく排出基準として適用。                       参考文献 14）
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に建設する場合、既存のガスター
ビン発電設備が現在排出している
汚染物質の最低濃度を達成できる
環境対策技術の採用を要求するも
のである。しかし、例えば石炭火
力発電所がボイラーなどの設備を
入れ替える場合、環境対策設備に
かかるコストが入れ替え全費用の
20％未満の場合には、環境対策設
備が不必要となることから、実際
は環境浄化にどの程度効果がある
か疑問視されている 15）。
　また米国環境保護庁（EPA）で
は、民間企業で開発された実用段
階の環境浄化技術について、実証
試験による評価を実施しその評価
結果を公表するという、環境技術
実証事業を行っている 16、17）。
　以前からガソリン自動車の
NOx除去対策として三元触媒が
用いられてきたが、近年開発され
たリーンバーンエンジンやディー
ゼルエンジンには適用できないた
め、新たな触媒システムの開発が
進められている。また、固定発生
源に対してはアンモニア脱硝装置
が優れた効果を発揮しているが、
それに代わる新技術も開発されて
いる。図表６に主なNOx低減用
触媒技術を示す 18～ 21）。
３‐１
移動発生源用
（自動車用）触媒
　三元触媒は、排出ガスに含ま
れる CO、炭化水素（HC）およ
びNOを同時に除去できることか
ら、その名前が付いている。1971
年にフォード社がこの現象を見出
し、1977年にトヨタ自動車が世界
に先駆けてこのシステムを搭載し
た自動車を発売した 22）。触媒はセ
ラミックスまたは合金製ハニカム
に、酸化アルミニウム（Al2O3）を
主体とした高比表面積の担体をコ
ーティングし、その表面に触媒活
性成分である白金（Pt）、パラジウ
ム（Pd）およびロジウム（Rh）な
どの超微粒子を分散担持した構造
をとる。三元触媒は燃料中の硫黄
（Ｓ）成分によって被毒されて劣化
する問題がある。また、三元触媒
に関わらず、排出ガス浄化に使用
される触媒は高温で使用されるた
めに、熱劣化の防止も重要な課題
となっており、自己再生型触媒の
開発などが行われている23）。近年、
熱効率が高く燃費を向上できるリ
ーンバーンエンジンが普及し始め
ているが、このエンジンには三元
触媒は使用できない。そこでNOx
図表６　NOx低減用触媒技術一覧
移動発生源対策 固定発生源対策
種類 特徴 模式図 種類 特徴 模式図
三元触媒
蘆ガソリン車に適用
蘆当量付近で反応
蘆 代表的触媒：
　Pt‐Pd‐Rh‐Al2O3
触媒燃焼
蘆 天然ガス焚きガスタ
ービン燃焼器に使用
蘆 低 NOx燃焼が可能
蘆 代表的触媒：
　PdO-Al2O3
NOx吸蔵
還元触媒
蘆 ガソリン車、ディー
ゼル車に適用
蘆 燃料希薄条件で反応
可能
蘆 代表的触媒：
　Pt‐Ba‐Al2O3
NOx吸蔵
還元触媒
蘆 天然ガス焚きガスタ
ービンに適用
蘆アンモニアが不要
蘆 代表的触媒：
　酸化触媒‐CaCO3
選択還元
触媒
尿素‐SCR：
蘆 大型ディーゼル車に
適用
蘆 燃料希薄条件で反応
可能
蘆 代表的触媒：V2O5‐TiO2
選択還元
触媒
NH3‐SCR：
蘆 各種燃料用ボイラ、
ガスタービンに適用
蘆代表的触媒：
　V2O5-TiO2HC‐SCR：
蘆ガソリン車に適用
蘆 代表的触媒：Ir‐BaSO4
参考文献 18～ 21）を基に作成
3   NOx低減用触媒技術蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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吸蔵還元触媒がリーンバーンエン
ジンへ適用されている。トヨタ自
動車が 1994 年にこの触媒システ
ムを搭載したガソリン自動車を発
売した 22）。また、この触媒を多孔
質セラミックフィルタの表面に担
持して、ディーゼル自動車からの
NOxとPMを同時に削減できる触
媒も開発されている 24）。この触媒
システムは三元触媒と同様に、被
毒と熱によって劣化するため、こ
れらの対策が課題とされている。
　選択還元触媒（SCR触媒）もリ
ーンバーンエンジンに適用でき、
炭化水素を還元剤として選択的に
NOxを除去（脱硝）できること
を示した論文が 1990 年に発表さ
れている 25）。また、尿素を還元剤
として使用する脱硝システムが、
ディーゼル自動車を対象に検討さ
れている 19）。この技術の課題と
しては、排出ガス処理システムの
下流に設置された酸化触媒による
NOxなどの生成・排出防止、お
よび低負荷走行時におけるNOx
除去率の向上が挙げられる。ま
た、現状のシステムでは大きな設
置スペースを必要とするため、小
型化も課題となる。この尿素脱硝
システムを搭載した大型トラック
が、2004 年 11 月に世界に先駆け
て日産ディーゼル工業から発売さ
れた 26）。現在、尿素脱硝技術を用
いた自動車の普及を見込み、尿素
水の供給ステーションの整備も進
められている。
　以上に示したように、日本は欧
米に比べ優れた排出ガス浄化技術
を有している。また、自動車業界と
石油業界を包含した産学官の共同
プロジェクトである Japan Clean 
Air Program（JCAP）が1997 年か
ら開始され、排出ガス浄化触媒へ
の燃料中硫黄性分の影響に関する
評価結果が、2005年からのガソリ
ンや軽油の硫黄分規制の参考にさ
れるなどの成果を上げている 27）。
３‐２
固定発生源用触媒
　アンモニア脱硝技術は、中部電
力／石川島播磨重工業が 1979 年
に大型油焚きボイラー用として
世界で初めて実用化した技術であ
る 28）。排出ガス中にNH3 を注入
して効率的にNOxを除去する技
術である。触媒としては、担体に
TiO2、活性成分に酸化バナジウム
（V2O5）を用いたハニカム型が主
に用いられる。
　天然ガスまたは低硫黄軽油
用ガスタービンの排出ガスの浄
化に NOx 吸蔵還元触媒を適用
した技術を、米国の Goal Line 
Environmental Technologies（ 現
EmeraChem）社が 1996 年に実用
化した 20）。この技術はアンモニア
を使用しないため、アンモニアの
貯蔵、管理、リーク防止などの問
題を発生しない。課題としては、
触媒の長寿命化およびコスト低減
が挙げられる。
　以上に紹介した自動車用およ
び固定発生源用NOx排出低減技
術は、燃焼時に発生したNOxを
後処理によって低減する技術で
あるが、燃焼時にNOxそのもの
を生成させない技術として、「触
媒燃焼」がある。通常の火炎燃焼
では、高温の火炎によって空気中
の窒素と酸素が反応してNOxを
生成するが、このシステムでは
1,500℃以上の高温域にならないた
め、超低濃度NOx発生燃焼が可
能である。触媒活性成分としては
酸化パラジウム（PdO）が主に使
用される。米国のCatalytica 社と
田中貴金属工業がガスタービンに
適用可能な触媒システム 29）を開発
し、そのシステムを用いた天然ガ
ス用ガスタービンを、川崎重工業
が2002年に世界で初めて米国で実
用化した 30）。課題としては、高温・
大型ガスタービンへの適用や、軽
油などへの適用が挙げられる。
4   環境対策用触媒技術の開発を進めるための課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
触媒の貴金属使用量の問題
　自動車用触媒は、化学工業用触
媒などと比較して貴金属を多用し
ている。図表７にPt、Pdおよび
Rhの使用量を示す 31）。Pt、Pdの
約５割、Rhの約９割が自動車用
触媒に使用されている。さらに、
自動車触媒用貴金属の使用量は10
年前と比べてPtは約２倍、Pdは
約４倍に増えている。図表８に、
日本における自動車１台当たり
の触媒用貴金属量（Pt+Pd）の推
移とNOx排出規制値の関係を示
す 31、32）。なお、本図は自動車触媒
用に購入される貴金属量に基づい
ており、その中には在庫用も含む
ため、実際に自動車に使用される
貴金属触媒量は、より少ない値と
なる。しかし、排出ガス規制の強
化に伴い、浄化性能を向上するた
めに必要な自動車１台当たりの触
媒用貴金属の量が増えており、こ
のことが自動車触媒用貴金属の全
体の使用量を増加させる一因とな
っている。さらに、現在盛んに自
動車用および分散型電源用に固体
高分子型燃料電池の研究開発が進
められているが、その電極触媒に
も貴金属が使用されている。また
上述したように、固定発生源の環
境対策にも貴金属触媒を用いた技
術が検討されている。貴金属は稀
少資源であるとともに、その約９
割がロシアおよび南アフリカから
産出されており、産出地域が偏在
しているために供給がその国の情
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勢などの影響を受けやすい。これ
らの課題に対し、貴金属のリサイ
クル促進、自動車会社と採掘会社
との直接取引による採掘計画の調
整などにより、供給および価格の
安定化が図られている。また、貴
金属使用量低減に向けた触媒開発
も以前より続けられている。さら
に、自動車用燃料の低硫黄化も図
られており、触媒の寿命延伸につ
ながるため、触媒の貴金属使用量
の低減に有効と考えられる。
　貴金属のリサイクルについて
は、従来以上にさらに促進する必
要があるが、廃棄触媒からの貴金
属回収技術は確立しており、今後
は回収システムの効率化を図る必
要がある。以前、自動車は使用後
の不法投棄、スクラップとして回
収されないケース、および海外に
廃棄自動車として輸出されるケー
スがあり、自動車用触媒の回収率
低下の一因となっていた。しかし、
日本では 2005 年から「使用済自
動車の再資源化等に関する法律」
（自動車リサイクル法）が本格的
に施行され、リサイクルの促進が
図られている。2005年以前に購入
された自動車は、廃棄する際に廃
棄費用を支払わなければならない
ことから、回収率の低下が危惧さ
れているが 33）、今後は自動車購入
時に廃棄費用が上乗せされること
から触媒に使用されている貴金属
の回収率向上が見込まれている。
４‐２
エネルギーや環境問題への
環境触媒技術の対応
　エネルギーや地球温暖化の問題
に対処するために、日本では1998
年の「エネルギー使用の合理化に
関する法律」（省エネ法）の改正 34）
によって、自動車の燃費向上が進
められているが、CO2 排出量にカ
ウントされないバイオエタノー
ルのガソリン混和やバイオディー
ゼルの軽油混和、燃料の天然ガス
および軽油への転換などによって
も、自動車からのCO2 排出量の低
減が可能である。
　軽油はガソリンと比べ、少ない
エネルギーで原油から精製でき、
原油から軽油１kgを精製する際
に発生するCO2 は、原油からガソ
リン１kgを精製する場合の半分
以下である 35）。加えて、走行時の
CO2 排出量も軽油はガソリンと比
べて距離あたり約１割少ないとの
試算もあり 36）、ディーゼルエンジ
ンと電気モーターとのハイブリッ
ド化を行えば、さらにCO2 排出量
を低減できる可能性がある。しか
し一方、ディーゼル自動車から排
出されるPM、NOxなどの濃度は
ガソリン自動車と比べて高いとい
う問題がある７）。
　また天然ガスを燃料としてタ
ンク内に圧縮充填して利用する
CNG（Compressed Natural Gas）
自動車の利用が進められている
が、一充填当たりの走行距離が短
いことから近距離の交通手段とし
て考えられている。CO2 排出量は
軽油と同等か多少劣る程度と見積
もられている。エンジンの熱効率
を向上するために、リーンバーン
エンジンの適用が必要であり、そ
れに適応する排出ガス浄化触媒の
開発が課題となっている。バイオ
マス燃料の利用については、排出
ガスの環境への影響について十分
検討されておらず、その分析が必
要とされている７）。
４‐３
コージェネレーションの
普及に伴う課題
　日本におけるコージェネレー
ションの設置実績を図表９に示
す 37）。日本では、省エネルギーや
二酸化炭素抑制、そして緊急時の
バックアップ用電源を目的とし
て、特に都市部を中心にコージェ
ネレーションシステムの導入が積
極的に進められている。112.5MW
未満のコージェネレーション設
備は環境アセスメントから除外さ
れており、図表 10に示すように、
東京都などでは小型の原動機ほ
図表７　 世界の貴金属使用量の比較（全体および自動車触
媒用）
参考文献 31）のデータを基に作成
図表８　 日本における自動車１台当たりの自動車触媒用貴
金属量の推移とディーゼル自動車NOx排出規制値
参考文献 31、32）のデータを基に作成
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どNOx排出基準を緩く設定して
いる 38）。さらに、NOxの総量規
制も燃料の使用量が少ない設備ほ
ど緩い。その結果、大型の火力発
電所と比較して、小型のコージェ
ネレーション設備はより高濃度の
NOxを排出する。例えば、東京
都内に設置されたコージェネレー
ション設備における発電電力量当
たりのNOx排出量は 0.81g/kWh
で、対象地域の電力会社の全電源
平均の約８倍、火力発電所平均の
約４倍になるとの報告もある 39）。
今後もコージェネレーション設備
の普及は拡大すると予想されるこ
とから、将来、コージェネレーシ
ョン設備のNOx対策強化が必要
になることが見込まれる。コージ
ェネレーションなどの小型発電シ
ステムへのアンモニア脱硝設備の
設置は、毒性ガスであるアンモニ
アの貯蔵・管理、広い設置スペー
ス、リークアンモニアの監視・管
理を必要とすることなどの点で、
大型発電設備などへの付設と比べ
て不利である。このため、小型の
発電システムに最適な技術の開発
が急務である。
　我が国は環境規制により環境
浄化が進み、環境対策技術の開発
も促進されてきた。特に、ガソリ
ン自動車とともに、工場や発電所
などの大型施設の環境対策は、現
在世界で最も進んでいる状況であ
る。環境規制によって環境浄化を
進める手法は直接的であり、効果
が最も期待できる。しかし、規制
値を指標にして環境対策技術の開
発を行う場合、規制値以上の高性
能化を行っても、開発費の増加な
どによって装置の価格が上昇した
り、新技術で実績が無いために信
頼性に不安を持たれたりすると導
入が進まないことから、新技術の
開発・実用化を阻害する場合もあ
る。例えば、排出NOx濃度の規
制値が 10ppmの場合、５ppmを
クリアできる技術を開発しても、
10ppmをクリアできる技術より
値段が高いと、その技術を購入す
るユーザーはほとんど現れない。
　米国では環境技術実証事業や
NOx排出権取引などの制度によ
って、NOx対策新技術に対して
EPAや州が開発競争や導入促進
につながる種々の施策を行ってお
り、特にBACTや LAERの規制
を受ける施設では、より性能の高
い環境浄化技術の導入が求められ
る。このことが、NOx排出低減
技術の発展に寄与し、また経済的
インセンティブを与えていると考
えられる。一方、日本でも環境技
術の開発・導入支援として、環境
技術実証モデル事業や 40）、環境
アセスメントへのBACTの考え
方の導入（注１）41）、および排出ガス
規制の対象外となっている給湯機
器などの小規模燃焼機器を対象に
した、NOx排出ガイドライン適
合機器の普及促進事業が始まって
いる８）。しかし、環境技術実証モ
デル事業は 2003 年度に開始され
たばかりで、対象技術が限られて
いる。また、環境アセスメントは
大規模設備を対象としており、小
型設備は対象外である。さらに、
NOx排出ガイドライン適合機器
も対象が限られており、例えば小
型の非常用発電機などは対象にな
っていない。
図表９　コージェネレーションの年度別設置推移（日本、累計）
参考文献 37）
図表 10　国および自治体のNOx排出基準の例（ガスタービン）
単位：ppm（O2 ＝ 16％） 2005年現在
規模
東京都指導要綱 大気汚染防止法
第一種地域 第二種地域 全国
気体燃料専焼
50,000kW以上 10 10
70
2,000kW以上 25 35
2,000kW未満 35 50
液体燃料専焼
50,000kW以上 10 10
2,000kW以上 25 50
2,000kW未満 35 60
注：規制対象は燃料消費量が重油換算50 l/h以上の設備
　　第一種地域：23区、武蔵野市、三鷹市、調布市、旧保谷市、狛江市
　　第二種地域：第一種以外の地域                                                                     資料を基に作成
（注１）環境影響評価の際に、事
業者が実行可能な範囲で環境影
響を回避・低減しているかを評
価するため、実行可能なより良
い技術が導入されているか否か
を検討することが盛り込まれた。
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5   環境改善に向けた環境触媒に関する諸課題への提言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　前章で述べた課題を基に、日本
の環境触媒技術の発展を図るため
に、以下の提言を行う。
盧貴金属使用量削減に向けた
　技術開発の促進
　従来から貴金属担持量の削減
に向けた触媒の開発は続けられて
きたが、触媒反応は原子・分子レ
ベルの複雑な反応であるため、そ
の解析は難しく、触媒の開発は
経験に基づく試行錯誤的な方法や
網羅的に性能評価する方法が主に
採られてきた。しかし近年、分析
装置の高度化によって反応や劣化
のメカニズム解明が可能になりつ
つあり、計算機シミュレーション
もそれらの解明に役立つレベルに
なってきている。例えば、前述し
た自己再生型触媒では、Pdの超
微粒子の成長が抑制されるメカニ
ズムが高輝度光科学研究センター
（SPring‐8）の放射光Ｘ線解析装
置によって明らかとなり、Pdの
使用量を従来の 70～ 90％削減で
きる結果を得た 23）。このようにメ
カニズムの解明によって、他の貴
金属についても使用量の削減が期
待される 42）。シミュレーション
についても、分子レベルのシミュ
レーションを用いた反応機構の解
明による触媒探索 43）や、μmレベ
ルのシミュレーションを用いた触
媒シンタリングプロセスの解明 44）
などが進められている。高度な分
析機器やシミュレーションの活用
などによって、触媒の開発を効率
的に進めることができ、触媒の貴
金属使用量低減に貢献できる可能
性がある。つまり、最先端の分析
設備を使用することにより、未知
のメカニズムが明らかとなり、従
来困難であった技術のブレーク
スルーを図れる可能性がある。よ
って企業や大学などが導入困難な
大型の設備については国が導入を
図る必要がある。また、SPring‐
8のような高度な分析機器は測定
操作および結果の解析が困難で
ある。そこで、測定技術に高度な
知見を持つ大学や機関が、触媒開
発を行う企業と連携して研究を行
うことによって、効果的な開発を
図れる可能性がある。さらに、自
動車用触媒の非貴金属化について
は、直ちに実用に結びつく開発は
難しく、基礎的な研究が中心とな
るため、大学および公立の機関で
研究を進める必要がある。
盪貴金属のリサイクル率の向上
　自動車リサイクル法を確実に
運用し、自動車の不法投棄などを
防止して、廃棄触媒の回収率を向
上する必要がある。また、海外に
輸出される自動車に対しては、輸
出先での廃棄触媒の回収システ
ムの構築が望まれ、特に発展途
上国での回収システムの確立が効
果的と思われる。このため、政府
が行っているグリーンエイドプラ
ン（注２）45）などを活用し、各国にお
ける廃棄自動車および貴金属の回
収事業を支援する必要がある。
蘯エネルギー問題への対応に
　結びつく環境触媒技術の開発促進
　エネルギー問題への対応および
CO2 排出量の削減は緊急の課題で
ある。ディーゼル自動車の排出ガ
ス性状がガソリン自動車並に改善
されれば、原油の使用量削減およ
びCO2の削減に寄与できる。また、
CO2 の削減に効果のあるバイオマ
スおよび天然ガスの利用拡大が予
想されることから、バイオマス燃
料の燃焼排出ガスの評価、および
CNGやバイオマス燃料に適した
排出ガス浄化触媒の開発促進も必
要となる。触媒のみならず、エン
ジンも考慮した排出ガス浄化シス
テムを開発する必要があり、エン
ジンと触媒システムの連携した開
発が必要である。現在、プラズマ
技術と触媒を併用したハイブリッ
ドタイプの新排出ガス浄化システ
ムが検討されている。プラズマを
使用することにより、従来低温で
は作動しなかった触媒を常温で使
用できる可能性がある46、47）。実際、
わが国では空気清浄機に光触媒と
プラズマを併用した技術が実用化
され、すでに世界に先駆けて一般
向けに販売されている。今後この
ハイブリッドシステムの開発を進
めることによって、排出ガスの浄
化に必要なエネルギーの節減が可
能となることが期待される。
盻環境技術開発の発展につながる
　技術競争の促進
　日本が世界をリードしてきた環
境触媒技術を今後もさらに発展さ
せるためには、優れた技術の開発
が利益に結びつき、開発競争を活
発化させるしくみが必要である。
そのためには、環境技術実証モデ
ル事業の対象技術の拡大、および
低NOx機器の普及促進事業の対
象機器の種類および規模の拡大な
どが有効と考える。さらに、環境
アセスメント対象外の小型設備に
ついても、米国で実施されている
さまざまな規制を日本にあった形
にアレンジして導入を図ることが
望まれる。また、NOx排出権取
引制度も低NOx排出技術の開発
促進効果が期待できるが、前述し
（注２）発展途上国に対し、わが
国の公害防止技術などを活用し
つつ、各国のエネルギー環境対
策における自助努力を支援する
事業のこと。
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たカリフォルニア州の停電の例に
見られるような課題もあることか
ら、日本の状況に即して適合化を
図る必要がある。
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京都メカニズムにおける
原子力技術利用への動き
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　京都議定書の京都メカニズムにお
けるクリーン開発メカニズム（CDM、
Clean Development Mechanism）
は、先進国から途上国①へ温室効
果ガス削減技術の提供を促す優
れた仕組みであると考えられてい
る。しかし、2012年までの現議定
書では、EU（欧州連合）などの反
対で、原子力事業から生じる排出
削減量をこのメカニズムによる削
減目標の達成に使うことは差し控
えることになった。共同実施（JI、
Joint Implementation）においても
同様である。
　一方、途上国と定義されてい
る国の中でも、中国、インドなど
のアジア各国は、今後急速な経済
発展と温室効果ガス排出増大が見
込まれ、地球環境保全という共通
の目的のため、将来的には米国な
どとともに温室効果ガス削減負担
の新たな義務を負う必要性が出て
くると考えられる。この際、途上
国が持続可能な発展を維持した上
で地球規模の温暖化加速を防止す
るには、温室効果ガス排出量が少
なく基幹電源として利用できる原
子力発電の早い時期での導入が有
効である。この視点に立てば、中
国、インド、インドネシア、韓国、
ベトナムなどアジア各国において
は、2013年からの第２約束期間で、
CDMに原子力を加えることが適
切である１）。その際、途上国で原
子力利用を推進するには、安全対
策や核不拡散対策、基盤整備対策
面での先進国の支援が効果的で
ある。
　本稿では、現状の京都議定書京
都メカニズム概要と原子力制約の
状況、先進国と途上国の温室効果
ガス排出動向を述べ、ポスト京都
議定書の新たな目標達成の仕組み
構築で多面的思考が必要であるこ
とを説く。また、途上国の原子力
技術利用促進のために何らかの支
援をすることが、21世紀の世界の
二酸化炭素（CO2）排出量を削減
し、地球温暖化防止に非常に有効
であるという予測結果の一例につ
いて説明し、京都メカニズムでの
原子力技術利用の重要性に焦点を
当てる。さらに、アジアなどの途
上国における今後の原子力利用推
進に必要な安全対策や核不拡散対
策、基盤整備対策などの課題につ
いても述べる。
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
①途上国
　京都議定書では排出削減義務を負っ
ていない国を指すことになっている。
中国、インドも含まれ、韓国、メキシ
コといったOECD加盟国も、ここでは、
途上国の範疇に含まれる。
■用語説明■
2   京都議定書の現状 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　ここでは、まず、京都議定書、
京都メカニズムがどのような意味
を持ち、原子力技術利用がどのよ
うに制約されているか、その現状
について述べる。
２‐１
京都議定書の概要
　1997 年 12 月、気候変動枠組み
条約第３回締約国会議（COP3、
third session of the Conference Of 
the Parties）が京都で開催され、
先進国の温室効果ガス排出削減目
標に関する京都議定書が合意され
た。内容は、2008 ～ 2012 年の数
値目標に関するもので、1990年の
排出量に比して、日本は６％、米
国は７％、EUは８％の水準にす
ることなどが決定された。その合
意内容を図表１に示す。その後、
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温室効果ガス排出が最大の米国や
豪州が同議定書から離脱したが、
ロシアの批准により2005年２月に
正式に京都議定書が発効した。締
約国は温室効果ガスの削減目標の
達成が義務となった。この最大の
意義は、人類史上初めて世界が炭
素利用に制約が伴う社会へ移行す
るきっかけをつくった点である。
２‐２
京都メカニズムにおける
原子力技術利用制約
　京都議定書は、国内の温暖化
対策だけでなく他の国と共同実
施の温暖化対策事業で生ずる温室
効果ガス削減量で自国の排出ガス
を削減したものとする制度や、他
の国から排出削減量を買う制度
を使って、議定書の削減目標を
達成することを認めている。これ
が、「京都メカニズム（柔軟性措
置）」と呼ばれる仕組みで、図表
２に示すように、共同実施（JI、
Joint Implementation）、 ク リ ー
ン開発メカニズム（CDM、Clean 
Development Mechanism）、排出
量取引（ET、Emissions Trading）
の３つがある。JI と CDMは一見
同じ仕組みに見えるが、JIは排出
削減義務のある先進国で実施する
プロジェクト、CDMは排出削減
義務のない途上国で実施するプロ
ジェクトという違いがある。これ
らの運用上ルールは、2001年７月
ボンで開催のCOP6再開会合にお
いて議論され、京都メカニズムに
原子力技術利用を含めるかどうか
が大きな争点となった。
　欧州諸国は、途上国の温暖化防
止策支援に原子力技術利用を認め
ることに安全管理への懸念から反
対を表明した。一方、日本をはじ
めとして、欧州以外の先進諸国な
らびに中国、インドなどいくつか
の途上国は、特定の技術を温暖化
防止交渉において否定すべきでな
いとの理由から、CDMでの原子
力技術利用に賛成した３）。結局、
議長の妥協案により、JI や CDM
のもとで行われた原子力事業から
生じる排出削減量を削減目標の達
成に使うことは「差し控える」こ
とになり、実質的に原子力技術利
用は除外された。ただし、本妥協
案は、原子力技術が温室効果ガス
削減に有効であることを否定して
いるわけではない。
図表１　京都議定書達成の目標の要点
対象ガス
二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、代替フロン等３ガス［ハイドロフルオロ
カーボン類（PFCs）、六フッ化硫黄（SF6）］の合計６種類
吸収源
森林などの吸収源による二酸化炭素吸収量を算入
（日本3.9％、EU0.5％、カナダ 7.2％など）
基準年 1990年（HFC、PFC、SF6 は 1995年としてもよい）
目標期間 2008～ 2012年の５年間
数値目標
先進国全体で少なくとも５％削減を目指す
各国の目標は、日本▲６％、米国▲７％、EU▲８％など
 （参考） 数値目標 吸収源枠 温室効果ガス排出量
 日本 ▲６％ ▲ 3.9％ ▲ 2.1％
 EU ▲８％ ▲ 0.5％ ▲ 7.5％
参考文献２）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
図表２　京都メカニズムの概要
参考文献４）より
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　ポスト京都議定書における温室
効果ガス排出削減負担のあり方を
考える際に、世界の温室効果ガス
排出が現状どのような構造となっ
ているか、そして、今後、先進国、
途上国の排出状況がどうなるの
か、また、その排出指標にはどの
ようなものがあるのかを把握して
おくことが重要である。ここでは、
それらの一部を紹介する。温室効
果ガスとしては、絶対量が多く効
果の大きいエネルギー起源二酸化
炭素（CO2）を対象にする。
３‐１
現　状
　世界のCO2地域別排出量の変遷
と国別排出量の現状を図表３に示
す。世界のCO2排出量は着実に増
加し、その中でもアジア地域の排
出量の伸びが大きくなっている。
国別排出量では、2001年度で、米
国、中国、ロシア、日本、インド
の順になっているが、上位５カ国
で現在京都議定書による削減義務
を負っているのは、第３位のロシ
アと第４位の日本だけである。ロ
シアは1990年比±０％の目標とな
っているが、現在の排出量は1990
年の水準を大幅に下回っており、
大量の余剰枠を抱えている。ロシ
アも実質的には削減目標を負って
いるとは言えない。すなわち、世
界の排出量の上位約半分のうち、
京都議定書上の排出削減義務を履
行する意欲を実質的に示している
のは、第４位の日本だけという構
造である。
３‐２
今後の見通し
　世界のCO2 排出量の今後の動
向を図表４に示す。京都議定書
上、削減義務が規定されている
先進国の中から、離脱表明をし
ている米国、豪州を除いた残り
の国の排出量が世界に占める割合
は 1990 年で 35％にとどまってい
たが、気候変動に関する政府間パ
ネル（IPCC）の見通しでは自然
体でも今後減少を続け、図表４の
米・豪以外に示されるように 2010
年で 32％、2020 年には 29％程度
になるものと予想されている。一
方、途上国の排出量は、図表４の
非附属書Ｉ国に示されるように今
後大幅に増大し、2020年には世界
全体の半分を占めると予測されて
いる。このように、現状の京都議
定書は今後排出量の大幅な増加が
見込まれ地球温暖化の進行に大き
な影響を持つと見られる地域を含
んでいない。将来の地球温暖化へ
の対処には、米国、豪州、途上国
の排出をどのように抑制するかが
大きな課題である。また、これら
の主要排出国が参加できる新たな
協調のあり方を様々な排出指標を
用いて構築する必要がある。
3   温室効果ガスの排出動向 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表３　世界の二酸化炭素（CO2）地域別排出量の変遷と国別排出量の現状
グラフ内の数値は億トンCO2                                                                                                                                                                                                                                          参考文献５）より
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３‐３
様々な排出指標
　そこで、先進国、途上国の排出
状況が排出指標を変えるとどうな
るかを見てみた。図表３は、第12
位までの国別排出総量（2001 年）
を示すが、上位 30ヶ国のデータ
では、第２位の中国、第５位のイ
ンドを初めとして途上国が 15ヶ
国を占める。日本は第４位である。
排出指標として主に米国などが主
張しているのは、図表５に示す
GDP（国内総生産）当たり排出量
（2000年）である。上位 30ヶ国中、
途上国が 21ヶ国にもなる。中国
は第 10位、インドが第 15位、米
国、日本は 43位、65位となって
いる。一方、中国、インドなど途
上国が排出指標として推すのは、
図表６で表される一人当たり排出
量（2000年）である。これを見る
と、第１位から第３位までをカタ
ール、クェート、UAEと途上国
が占め、上位 30ヶ国中、途上国
は 10ヶ国である。米国、日本は
４位、21位、中国、インドは、59
位、65位となっている７）。
　途上国は、COP8（2002 年 11
月、ニューデリー）以降、「共通
だが差異のある責任」（気候変動
枠組条約第３条第１項）の原則の
下、「まずは先進国が率先して取
り組むべき」と主張し、将来の枠
組みに関する議論を開始すること
自体に強い抵抗を示してきた。し
かしながら、地球規模の課題であ
る温暖化問題に取り組むにあたっ
て、この途上国の主張は図表５、
６で示されるように必ずしもすべ
ての指標で根拠を有するとは限ら
ない。
　途上国は、主に一人当たり排出
量の指標を重視する主張を行って
いるが、排出総量で見ると、上位
の中国、インド、韓国、メキシコ、
南アフリカ、ブラジルなどの国々
にも地球環境のために率先して果
たすべき責務があるという議論が
ある４）。ポスト京都議定書におけ
る排出削減の新しい負担のあり方
を構築するにあたっては、米国、
豪州、途上国も参加できるよう、
既存の先進国、途上国という分類
のみに固執することなく、様々な
指標を用いて世界共通の排出基準
図表４　世界のCO2 排出量の見通し
附属書Ⅰ国：気候変動枠組条約の附属書Ⅰに掲載されている国（先進国＋経
済移行国）。京都議定書上、同附属書に掲載された国が温室効果ガスの削減義
務を負う。途上国は非附属書Ⅰ国に含まれる。
出典：IPCC第３次評価報告書、参考文献６）より
図表５　GDP当たりのCO2 排出量
上位 30カ国を示す。国名の左側数字は順位を表す。排出総量上位 10位までの国は、31位以
下でも表記した。色つきの棒は、途上国を示す。
参考文献７）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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をつくるなど複眼的に考えること
が重要である。
　排出基準として、下記のような
一人当たり均等な排出許容量８）を
考える。世界共通の参加基準と
して、2100 年時点大気中 CO2 濃
度を温暖化防止上許容範囲と予想
される 550ppm（産業革命前の約
２倍）に安定化させる許容排出量
を、世界全体の人口予測値で割っ
て算出される一人当たり均等排出
許容量を採用する。各国の将来の
ある時点での排出許容量はその時
点での各国人口予測値×参加基準
値となる。ただし、米国など先進
国の排出量は過去、現在、将来に
わたってもこの許容量を大きく超
える可能性が高い。この場合、汚
染者負担原理と世界全体削減目標
の効率的達成という視点から、排
出許容値を超える国はポスト京都
議定書における柔軟性措置を活用
する。この排出許容量に基づくと、
中国などは 2020 年前後に排出量
が許容値を超えるため、先進国と
類似の約束を負う必要性が出てく
るが、それまでは排出量が許容値
を超えないためポスト京都議定書
の新しい枠組みに参加しやすくな
る。また、単位エネルギー消費量
当たりのCO2 排出量、単位GDP
当たりのエネルギー消費量、一人
当たりGDPなどが小さくなるほ
ど、一人当たりCO2 排出量は小さ
くなるので、途上国のCO2 排出抑
制効果以外に省エネルギーや生産
効率向上など経済の効率化にも効
果的である。
図表６　１人当たりのCO2 排出量
上位 30カ国を示す。国名の左側数字は順位を表す。排出総量上位 10位までの国は、31位以
下でも表記した。色つきの棒は、途上国を示す。
参考文献７）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
4   先進国と途上国の原子力技術利用予測蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　途上国は、前章で述べたように
中長期的には温室効果ガス排出が
増大する見通しのため、何らかの
形で排出削減の責務を負わざるを
得ないと考えられる。原子力技術
は温室効果ガス削減に非常に有効
で、かつ、環境に優しい再生可能
エネルギー技術よりも供給可能量
と発電コストの点で優れている。
途上国にとっても、その利用は大
きな意味をもつ。ここでは、途上
国の原子力技術利用促進のために
何らかの支援をすることが、21世
紀の世界のCO2 排出量を削減し、
地球温暖化防止に非常に有効であ
るという氏田らの予測結果９）の一
部を紹介する。
４‐１
予測手法
　この予測では、世界のCO2 排
出量やエネルギー供給構造が予測
できる超長期エネルギー供給シミ
ュレーション技術が用いられた。
本技術は、「気候変動に関する政
府間パネル（IPCC）第３次報告
書」10）でもその試算結果が取り上
げられた統合評価モデルGRAPE
（Global Relationship Assessment 
to Protect the Environment）11）の
エネルギーモジュール構造を使っ
ている。CO2 排出量制約などの環
境下におけるエネルギー需要を仮
定し、10地域に分割した世界を対
象として 2100 年までのエネルギ
ーシステムコストを最適化、各地
域のエネルギー供給構成を予測す
る。向こう 30年間の最適化結果
を基に 10年毎にエネルギー構成
を見直していく。
　最終エネルギー需要は、IPCC
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ている。以下では、予測結果の一
部を紹介する。ケース１は途上国
の原子力発電コストを優遇しない
場合、すなわち、何らかの導入促
進制度がない場合、ケース２は途
上国原子力発電コストを優遇する
場合③、何らかの導入促進制度が
ある場合を示す。
４‐２
結　果
　図表７（ケース１）と図表８
（ケース２）は、途上国原子力の
導入促進制度がない場合（ケース
１）とある場合（ケース２）で、
21 世紀における先進国と途上国
の軽水炉原子力（LWR、Light 
Water Reactor）、高速増殖炉原子
力（FBR、Fast Breeder Reactor）
の原子力発電設備量がどうなるか
を予測した結果を示す。
　ケース１では、21世紀前半、原
子力はCO2排出規制の強い先進国
で主に利用され、経済成長の大き
な途上国での原子力利用があまり
進まない。これは、途上国にCO2
排出規制がなくコストの低い石炭
火力の導入が進むためである９）。
一方、途上国の原子力導入促進制
度があるケース２では、先進国の
原子力利用を維持したまま、途上
国でも原子力エネルギー利用が進
み、2100年の途上国原子力発電設
備量（FBR）もケース１の約２倍
に増える。
　上記ケース２の場合、世界全体
のCO2排出量がケース１に比べて
どれぐらい削減されるかをみるた
めに、2010 年から 50年間の累積
CO2 排出量を図表９に示した。参
考までに、先進国にも途上国にも
環境規制が全くない場合の排出量
もケース３として示す。ケース１
の現状の先進国環境規制でもケー
ス３の環境規制がない場合に比べ
て、CO2 排出削減効果は得られる
が、途上国の原子力導入促進制度
があるケース２では、ケース１よ
りさらに世界全体で約 30GtC（ギ
ガトンカーボン）の削減効果が期
待できる。
　このように途上国の原子力技
術利用促進のために何らかの支
排出シナリオに関する特別報告書
B2ケース（環境重視／地域共存
型）12）をベースに省エネ促進を考
慮した条件９）を採用した。先進国
のCO2排出制約条件は京都議定書
制約と 2013 年以降 10年毎に５％
削減継続の制約という厳しい条件
と仮定し、途上国については大気
中濃度が 550ppmに飽和するよう
に制約する緩い条件（2100年まで
の安定化シナリオWRE‐550②）
を採用した。１次エネルギーと
しては、石油、石炭、天然ガス、
CO2 回収のある石炭、太陽光、風
力、バイオマス、風力、水力・地
熱、軽水炉原子力（LWR、Light 
Water Reactor）、高速増殖炉原子
力（FBR、Fast Breeder Reactor）
を想定し、高速増殖炉原子力は
2030年に導入されるとした。その
他条件の詳細は文献９に記載され
図表７　 先進国、途上国の原子力発電設備量の予測結果
 ［ 途上国の原子力導入促進（発電コスト優遇）制度
がない場合（ケース１）］
LWRは軽水炉原子力、FBRは高速増殖炉原子力を示す
参考文献９）より
②WRE-550
　「気候変動に関する政府間パネル」では、温暖化防止のため、現在370ppmである
大気中CO2 濃度を 2100年において450～ 1,000ppmで飽和、安定化させるシ
ナリオを検討している。Wigley, Richles, & Edmons は、550ppmで安定化させる
シナリオを提案した。
③発電コスト優遇
　本エネルギー予測シミュレーションでは、優遇制度がない場合、軽水炉原子力の発
電コストは4セント /kWh、高速増殖炉原子力は導入当初の2030年に 4.6 セント
/kWh、2060年以降4セント /kWhと仮定し、優遇制度がある場合、原子力発電コ
ストが2010年から50年間2セント /kWh下がると仮定している。
■用語説明■
図表８　先進国、途上国の原子力発電設備量の予測結果
 ［ 途上国の原子力導入促進（発電コスト優遇）制度
がある場合（ケース２）］
LWRは軽水炉原子力、FBRは高速増殖炉原子力を示す
参考文献９）より
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援をすることが原子力技術利用
の地域格差を是正すると同時に、
21 世紀の世界の CO2 排出量を削
減し、地球温暖化抑制に非常に有
効である。ポスト京都議定書で、
京都メカニズムにおける原子力技
術利用を認めることは、締約国の
選択のオプションを拡げることと
なり、原子力技術利用が選択され
れば、結果として途上国の環境面、
経済面の支援と言えるとともに、
世界のCO2排出量削減に関する国
際的枠組みの賢明な第一歩と考え
られる。
るとの予測で、この供給不足分は
一時的な混乱が懸念されるものの
米国・ロシア政府の余剰軍事用核
物質の売却等により満たされる見
通しである。なお、中国、インド、
パキスタンはウラン自給策をとっ
ている３）。
図表９　2010 ～ 2060 年における 50 年間累積 CO2 排出量
ケース１、２の環境規制は、下記のCO2 排出制約条件を指す。先進国のCO2 排出制
約条件は、京都議定書制約と2013年以降 10年毎に５％削減継続の厳しい制約条件で、
途上国は大気中濃度が 550ppmに飽和するように制約する緩い条件（2100年までの安
定化シナリオWRE‐550）である。ケース３は、これらの環境規制が全くない場合の
結果である。                               参考文献９）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
5   途上国の原子力導入における課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　前章で述べたように、途上国の
持続可能な発展及び温暖化加速抑
制には、温室効果ガス排出量が少
なく基幹電源として利用できる原
子力技術を早い時期に導入するこ
とが効果的であると考えられる。
しかし、アジアなどの途上国にお
いて原子力利用を推進するには、
安全対策や核不拡散対策、基盤整
備対策が非常に重要である。ここ
では、途上国における原子力技術
導入状況を整理し、利用促進にお
ける課題について述べる。
５‐１
導入状況
　2004年末現在、世界で運転中の
原子力発電所は 434基、合計出力
は約 379.2GW（３億 7920 万 kW）
で過去最高となっている 12）。図表
10に示すように、このうち途上国
の合計は 38.36GWで世界全体の
約１割を占めるに過ぎない。しか
しながら、今後、電力需要の大幅
な増加が予測されている中国、イ
ンドでは、現状の計画で 2020 年
までに原子力発電設備容量をそれ
ぞれ 36GW、20GW に拡大する
方針が打ち出されている 12）。韓
国でも同様に約 27GWまで増や
す予定である。中国で近々建設さ
れる４基の原子力発電所について
は、国際入札が 2005 年２月に締
め切られ、フランス、米国・日本
連合、ロシアの３グループ企業が
応札、2005年内にも受注企業が決
まる予定である。一方、現在運転
中の原子力発電所を持たないイン
ドネシア、カザフスタン、エジプ
トなども、1GW（100万 kW）級の
原子力発電所を 2020 年ぐらいま
でに、それぞれ、約４、３、２基新
規に建設する計画を持つ。さらに
ベトナムも既に事業化可能性調査
を終え、2020年までに同国南部に
1.2 ～ 4GW程度の原子力発電所を
新設する計画である 12）。
　これらの計画も含めた世界の
原子力発電設備容量の変化に伴
う世界のウラン需要量は、2002
年の 66815tU（トンウラン）／年
から 2020 年時点には高ケースで
86070tU（+29％）に、低ケース
で 73495tU（+10％）に増加する
と予測される。他方、ウラン生産
能力は 2003 年の約 47000tU ／年
から 2020 年には約 62000tU にな
図表 10　 途上国各国の原子力発電の導
入状況
国名
運転中の原子力発電（GW）
出力 基数
韓国 16.72 19
中国 6.96 9
台湾 5.14 6
インド 2.77 14
ブラジル 2.01 2
南アフリカ 1.89 2
メキシコ 1.36 2
アルゼンチン 1.01 2
パキスタン 0.50 2
途上国合計 38.36 58
（日本） （45.74） （52）
世界合計 379.20 434
途上国／世界 10.1％ 13.4％
2004年 12月 31日現在、1 GWは 100万 kW
参考文献 12）をもとに科学技術動向研究セン
ターにて作成
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　途上国がこれらの計画、更には
温室効果ガス排出抑制に向けさら
なる原子力発電導入を実施してい
く上で、今後どのような課題があ
るかを次節以降にまとめた。以下
では、新規に原子力発電を導入し
ようとしている途上国や原子力発
電導入の拡大期にある途上国を対
象とする。
５‐２
技術移転
　途上国の原子力技術利用推進に
あたっては、先進国が技術のライ
センスや各種国際約束等を考慮し
ながら、原子力発電技術だけでな
く、原子力施設の安全確保や原子
力プラントの安全性を高める原子
炉保全技術などの安全管理技術、
また核不拡散体制を保証する核物
質管理技術 13）などを移転してい
くことが大きな課題である。原子
炉保全技術では、高経年化対策と
しての配管検査技術や予防保全技
術、補修技術など 14）が重要である。
　原子力安全分野におけるアジ
ア諸国との多国間及び二国間協力
は、既に、アジア原子力協力フォ
ーラムや国際原子力機関（IAEA）
アジア原子力地域協定の枠組みな
どにより始まっている 15）が、今後、
日本はこのような枠組みやその他
研究交流、研修事業制度 15）を通
して相手国の原子力安全技術基盤
の形成とその向上に寄与していく
必要がある。なお、協力の際には、
相手国の政治的安定性、関連条約・
枠組みへの加入・遵守状況等に留
意することも必要である。
５‐３
基盤整備
　途上国の原子力技術利用推進に
あたってのもう１つの課題は、各
国に応じたきめ細かい原子力導入
基盤整備である。今後、新規に原
子力発電を導入しようとしている
途上国に対しては、先進国が相手
国の体制整備状況に合わせて核不
拡散体制、安全規制体系、原子力
損害賠償制度、国民への広報活動
等のソフト面でのインフラ基盤整
備で側面支援を行うことが重要で
ある。また、これらの体制を途上
国で維持・強化していく人材の育
成支援も大切である。特に、日本
は、図表 11に示されるように上
記原子力研究交流、研修事業制度
やアジア原子力協力フォーラム等
の枠組みを通して、アジア諸国の
人材育成等インフラ基盤整備に協
力してきているが、さらに協力支
援を推進していくべきである。な
お、原子力発電の場合、相手国
の基盤整備、法整備、人材育成等
支援に長い時間が必要で、２国間
原子力協定あるいは協力合意の枠
組み等を早期に結ぶことが望まれ
る 15）。一方、原子力発電導入の拡
大期にある途上国に対しては、先
進国が核不拡散対策のもとで安全
面・人材面で協力することはもち
ろん、原子力技術の平和利用展開
という視点で先進国原子力事業者
による途上国への国際展開を積極
的に支援すべきである。
　途上国の原子力技術導入に関し
ては、先進国による資金支援も必
要である。現在、世界銀行は京都
メカニズムに対応するため各種炭
素基金を運営している７）。また、
ポスト京都議定書では、気候変動
による影響への対応で途上国支援
のための資金（議定書適応基金）
運用が議論されることになる予定
である 16）。なお、CDM等京都メ
カニズムに原子力技術利用が採用
された場合、日本がCDMを活用
し削減量を得るためには、途上国
が火力発電所を建設する予定のと
ころを、一義的には日本が資金と
技術を出し、当該途上国と共同事
業で原子力発電所を建設すること
になると考えられる。
図表 11　日本の原子力研究交流、研修事業制度によるアジア諸国への協力
 （平成 15 年実績）
対象制度：①原子力研究交流制度、②国際原子力安全セミナー、③国際原子力安全技術研修
事業、④国際原子力安全交流派遣事業、⑤原子力発電所安全管理等国際研修事業、⑥国際原
子力発電安全協力推進による長期研修、⑦原子力発電基礎コース。①～④は文部科学省、⑤
⑥は経済産業省、⑦は国際協力機構（JICA）により実施されている。対象分野は、農業、工業、
医療等における放射線利用も含む。                                                                                参考文献 15）より
科 学 技 術 動 向　2005年 11月号
28 Science & Technology Trends   November  2005 29
京都メカニズムにおける原子力技術利用への動き ̶京都議定書の将来枠組みでの注目点̶
　本稿では、現状の京都議定書京
都メカニズムの概要と原子力制約
の状況、ならびに先進国と途上国
の温室効果ガス排出動向を述べ、
ポスト京都議定書の新たな目標達
成の仕組み構築で多面的な思考が
大切であることを述べた。一方、
途上国の原子力技術利用促進のた
めに何らかの支援をすることが、
21世紀の世界のCO2 排出量を削
減し、地球温暖化防止に非常に有
効であるという予測結果の一例を
示し、京都メカニズムでの原子力
技術利用の重要性に言及した。し
かし、アジアなどの途上国におい
て原子力利用を推進するには、安
全対策や核不拡散対策、インフラ
整備対策が極めて大切である。そ
こで本稿では、途上国の原子力技
術導入現状を整理し、今後の利用
促進に必要な移転技術とインフラ
整備の課題についてもまとめた。
これらを前提として、今後のポ
スト京都議定書に向けた取り組み
と、途上国における原子力技術導
入支援に関して下記に注目するこ
とを提言する。
①新たな負担の仕組み構築に
　おける複眼的思考の必要性
　我々は、地球環境保全という共
通の目的のため、大局的見地から、
米国や途上国なども参加できる
排出削減の負担のあり方を構築す
る必要がある。削減義務を履行す
る意欲を実質的に示している日本
は、米国、中国、インド等と共に、
既存の先進国、途上国という分類
のみにとらわれず、１人当たりの
排出量、GDP当たり排出量など
様々な指標を用いて排出削減分担
方法を複眼的に考え、例えば世界
共通の排出基準をつくるなど新た
な枠組みの議論に積極的に参画す
べき立場にあると考える。
② 京都メカニズム（CDM/JI）に
　おける原子力技術利用の追加
　ポスト京都議定書の枠組みで
京都メカニズムを維持する場合、
CDMや JI に原子力を加えられる
ように、日本がリーダーシップを
とって、中国、インドなどととも
に欧州各国に主張するのが妥当で
ある。この際、日本が欧州の環境
政策担当者に原子力の安全性を十
分に説明するアプローチ、努力が
重要と思われる。
③ 途上国での原子力技術
　利用促進支援
　アジアなど途上国の今後の持
続可能な発展や温暖化加速抑止に
は、原子力発電のさらなる導入が
効果的であるが、途上国での原子
力技術利用促進には、核不拡散対
策下での下記のような支援が必要
である。
U原子力発電安全管理技術等の途
上国への技術移転、支援体制確
立が必要である。日本が、その
体制づくりに協力することが求
められる。その際、途上国の関
連条約・枠組みへの加入等の働
きかけも重要である。
V途上国各国に応じたきめ細かい
原子力導入インフラ整備が必要
である。特に、人材養成、ファ
イナンスが大切である。途上国
の原子力人材育成、核不拡散体
制、安全規制体制、原子力損害
賠償制度、国民への原子力広報
活動などの基盤整備を日本が積
極的に支援する。
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連　載
日本の科学技術の現状と今後の予測
社会・経済ニーズ調査
注目科学技術領域の発展シナリオ調査
                                                                                           蜷参考：NISTEP REPORT No.94、No.96
                                                                                                       http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep094j/idx094j.html
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep096j/idx096j.html
１‐１
本調査の目的
　社会・経済ニーズ調査は、優先
的に実現すべき2035年頃の社会・
経済ニーズに関する情報を取得す
ると共に、このような社会・経済
ニーズに対応するために将来の科
学技術がどの程度寄与するのかを
明らかにすることを目的として実
施した。従来から本調査は検討さ
れているが、今回は新しい試みと
して市民を対象にした計量的な調
査手法と参加型の調査手法により
社会・経済ニーズを抽出し、抽出
されたニーズについて、科学技術
の寄与度をアンケート手法により
明らかにしたのが特徴である。
１‐２
調査方法
　調査の実施にあたっては、文
部科学省科学技術政策研究所と譛
未来工学研究所による共同のプロ
ジェクトチームを設置し、また国
際基督教大学大学院 村上陽一郎
教授を主査として、必ずしも科学
技術の研究開発を専門としない人
文・社会科学者、科学ジャーナリ
ストなどの有識者をメンバーに、
ニーズ調査分科会を設置して調査
を進めた。調査は、過去の資料や
各省庁から発表されている白書な
どを分析・分類し、インターネッ
トを利用して市民に対してのニー
ズのアンケート、およびそれぞれ
の立場での代表者による３つのパ
ネル（有識者パネル、市民パネル、
経営者パネル）を実施し、今後10
年から30年の望ましい社会像に関
する検討を行った。調査の作業の
流れは図表１に示すとおりである。
１‐３
調査結果
　今回の調査を進めるにあたり、
基本方針ならびにニーズ調査のス
タンス、手法、方針および留意点
を分科会で検討し、次の点を主に
考慮した。
① シーズからのアプローチの限界
を補う
1   社会・経済ニーズ調査 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表１　社会経済ニーズ調査の概要
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② 研究者、技術者等関係者に明示
的に「問題」を提起する
③ 科学技術に対するネガティブ・
ニーズについて検討する
④ 次期基本計画において日本の科
学技術政策の目標体系に関する
基礎資料を示す
⑤  10 年後、20年後、30年後の望
ましい社会像を示す
⑥ ニーズからの技術の優先順位づ
けの試行を行う、など。
　以上のような観点を踏まえ、社
会・経済ニーズは「市民」の視点
で抽出することにした。
盧社会・経済ニーズの抽出
①市民ニーズの抽出
　できるだけ多様な視点でニーズ
の抽出を行うために、既存の白書
や各種資料に記述される市民ニー
ズに関連すると考えられる項目を
抽出し、不足している視点、追加
すべき視点の検討を行った。その
過程で雇用や就労といった生活の
根幹に関わるような「必須」のニ
ーズと、「ゆとり・贅沢」に関わ
るニーズに大別し、ニーズの整理
を行い、ニーズの素案を作成した。
その素案を元に、図表２に示され
るような項目でアンケート表を作
成し、ウェブにて市民アンケート
を実施した。
　アンケート結果として、合計で
約 4,000 人からの回答が得られた。
回答者属性を見ると、日本の現在
の人口比率とほぼ同じであった。
そして得られた回答をAHP①の手
法を利用して、「現在の暮らしの
維持に関するニーズ」と「より豊
かな生活に関するニーズ」のそ
れぞれについて重み付けをした
結果、上位の項目は図表３のよう
に示された。ただし、ここで取り
上げたニーズの得点は、数値の差
がわずかなものもあり、政策的な
優先度として直接利用すべき数値
ではないため、データの利用にあ
たっては取り扱いに注意が必要で
ある。
②産業界のニーズの抽出
　産業界のニーズについても、市
民のニーズの抽出と同様に、経
団連や各省庁からの既存の各種資
料の検討を行い、さらに既存の文
献資料には現れない、より具体的
な産業界のニーズを把握するため
に、ニーズ分科会委員を中心にイ
ンタビュー調査を実施し、ニーズ
図表２　ニーズリスト素案（一部抜粋）
図表３　市民の重視度の高いニーズ項目上位５項目
現在の暮らしの維持 得点 より豊かな生活 得点
第１位 心の健康を維持すること 8.2% 心配事なく暮らせること 13.0%
第２位
仕事があり能力に見合う収
入が得られること
8.1% 自分らしさを磨くこと 9.1%
第３位
栄養バランスの良い食事を
取ること
7.4%
家族や友人などと深い関係
を築くこと
8.6%
第４位
病気・ケガに負けない体を
作ること
7.0%
いつでもどこでも情報が得
られること
8.3%
第５位 犯罪やテロの発生を防ぐこと 6.5% 生活環境を便利にすること 7.8%
①Analytic Hierach Process
　（階層分析法）
　一対比較により意思決定を数値で表
す手法。アメリカのサティー博士によ
って開発された。
■用語説明■
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素案に加筆する作業を行った。
盪パネルによるニーズ項目抽出と
　優先度設定
　パネルでは、事務局が作成した
ニーズの素案を元に、それぞれの
パネルにおいて、「生活者の視点」
で「望ましい将来社会像」のリス
トアップとその優先順位付けの作
業を行った。
①有識者パネルでの優先順位結果
　有識者パネルでは、俯瞰的・総
合的な視点から、生活者や経営者
の視点も含めた幅広い議論を行っ
た。この議論のなかで提示された
将来社会像と、それらの優先度に
ついては、図表４のような項目が
上位にあげられた。
②市民パネルの主要論点および
　優先順位づけ
　市民パネルは、本調査の趣旨に
合致するNPO団体（市民科学、
教育、原子力、福祉、男女参画、
文化継承、地域医療）の代表者を
メンバーに実施した。全体の議論
を通じて、図表５に示される項目
が上位にあげられた。
③経営者パネルの主要論点および
　優先順位づけ
　大企業の意見は経団連等の資
料で発表されているので、今回
の経営者パネルでは、中小企業経
営者、いわゆるベンチャーの企
業家や、第１次産業の関係者で
実施した。全体の議論を通じて、
図表６のようなニーズ項目が上位
にあげられた。
蘯ニーズ項目の整理と分析
　数百に及ぶニーズ項目を、ウ
ェブアンケートや関係者への聞き
取り調査、また有識者、市民、経
営者の各パネルで話題となったこ
とを中心に類似の内容を取りまと
め、以下に示すような 12のクラ
スターに集約した。各クラスター
は、図表７に示される通り、構成
する個別のニーズ項目全体からイ
メージされる内容にできるだけ近
い形で表現した。
Ⅰ．  科学技術の成果で日本が一
目置かれる国であり続ける
Ⅱ．  科学技術の未踏領域への挑
戦で夢や希望を得る
Ⅲ．  地球規模の問題の解決に積
極的に貢献する
Ⅳ．  新たな産業分野を開拓して、
日本が経済的な国際的競争
力を維持し続ける
Ⅴ．  持続可能な社会システムを
目指した新しい仕組みを構
築する（都市と農村の連関・
一次産業の保全を含む）
Ⅵ．  社会の構造変化に対応する
（少子・高齢化、人口減少に
対応する）
Ⅶ．  社会が平和で安全・安心に暮
らせる（交通事故･犯罪･テロ
を回避する）
Ⅷ． 災害に強い
Ⅸ． 健康に生活できる
Ⅹ．  個人の可能性が拡がって、生
活の豊かさが実感できる
衙．  誰もが家庭や社会でやりが
いを持ってそれぞれの役割
を担い、互いに助け合う
衞．  子どもも大人も目的を持っ
て学び、真の学力を養う
　上記のうち、特に衙と衞は、科
学技術だけでは解決できない項目
が多く含むニーズのクラスターと
して注目される。
１‐４
ニーズ項目と関連する
デルファイ技術領域の
抽出の試行
盧調査の方法
　将来社会に向けたニーズ項目へ
の対応のためどのような取り組み
が期待されるか、特に科学技術に
よる寄与の大きさや内容を予測す
ることを考え、整理された科学技
術対応のニーズ項目毎に、注目さ
れているデルファイ技術領域に対
図表４　 有識者パネルにおける将来社会像の優
先順位づけ（上位５項目）
順位 項　目
１ 教養ある寛容な社会、異種雑多な社会
２
社会的合理性を磨く社会
産業の「コメ」を産み出せる社会
３
保全の行き届いた社会
社会的セキュリティが保障されている社会
図表５　市民パネルにおける将来社会像例と優先順位（上位５項目）
順位 項　目
1
交通事故、犯罪、テロが少なく、安全・安心に暮らせる
持続可能な社会を目指した新しい仕組みを構築する
2 心の豊かさが追求できる
3
科学技術の成果が実用化される前にその良し悪しについて市民が議論で
きる仕組みがある
病気が少なく、健康で、長生き出来る
図表６　経営者パネルにおける将来社会像例と優先順位（上位５項目）
順位 項　目
1 社会の問題解決能力の向上
2
可能性が拡がり、心の豊かさが実感できる、夢や希望が持てる
人口減少に対応して、新しい社会システムを構築する
持続可能な社会を目指した新しい仕組みを構築する
3 地球規模の問題の解決に積極的に貢献する
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図表７　ニーズ項目一覧
※太字は、科学技術だけでは解決できない項目を示す
Ⅰ．科学技術の成果で日本が一目置かれる国であり続ける
① 世界の科学技術の発展に、大きなインパクトをもたらす成果
を挙げる
②日本の科学技術の成果を世界に誇示する
③日本がいろいろな分野で国際的な人材養成の場として貢献する
④日本独自の文化を世界に発信する
⑤日本人が国際的に活躍する
⑥日本が国際社会で発言力を持つ
Ⅱ．科学技術の未踏領域への挑戦で夢や希望を得る
①未知世界の探求を通して、人類の知の創造に貢献する
②科学技術の成果で未来の夢を与える
③夢や希望が持てて、心の豊かさが実感できる
Ⅲ．地球規模の問題の解決に積極的に貢献する
① 地球規模の環境問題（地球温暖化、オゾン層の破壊、熱帯林
の減少、開発途上国の公害、酸性雨、砂漠化、生物多様性の減少、
海洋汚染、有害廃棄物の越境移動など）に対処する
② 地球規模で生じているその他の問題（食料問題、エネルギー
問題、淡水管理、感染症対策、災害の防止や被害の低減など）
に対処する
③ グローバル化に伴って人類が直面している社会の問題（民族、
宗教、精神生活、社会規範や制度をめぐる問題など）に対処する
Ⅳ． 新たな産業分野を開拓して、日本が経済的な国際的競争力を
維持し続ける
① 高品質な製造技術・省エネルギー技術などの強みを活かして、
基盤・基幹産業を革新する
② 国際規格づくりを主導して、日本が、国際競争力のある商品
をつくる
③ ファッションや音楽・アニメなど、日本発の文化産業が世界
市場に拡大・展開する
④新領域の技術（ナノテクノロジーなど）を適切に活用する
⑤先端技術を生む環境を作る（シリコンバレーなど）
⑥複雑・高コストな流通システムが改善する
⑦敗者復活が可能で起業しやすい
⑧ 経営責任の度合いを限定して、積極的にリスクがとり易い社
会となる
⑨ 日本で生まれた知識・ノウハウを国際的に活用する（知財の
活用）
⑩消費の多様化に即した産業ビジョンを作る（個人消費を重視）
⑪ 産業人教育の充実（対人コミュニケーションに関する基礎教
育、科学技術と商・法実務とに通じた人材）
Ⅴ．持続可能な社会システムを目指した新しい仕組みを構築する
（都市と農村の連関・一次産業の保全を含む）
① 作ったものを自然に返す、循環型の社会システムが確立され
ている
②水・食料・エネルギーが合理的に行き渡る仕組みが整う
③ リユース・リサイクル・作ったものを自然に返していく産業
が展開する
④ 社会基盤を支える産業（原子力・鉄鋼業など）における伝統
的な技術を継承し、人材を育成する
⑤ 一次産業（農業･漁業など）の役割りが見直され、経営も革新する
⑥ 食料自給率が向上する（政府がバックアップして農業の生産
が促進）
⑦巨大な流通に依存しないで自給（地産地消）できる
⑧ グローバル市場に対応しながら地域と連携した産業スタイル
を確立する
⑨ 自然の豊かさを活かして地域が自立して生活できる（ex. 温泉
を利用）
⑩豊かな住環境（田園都市計画など）が整う
⑪ 農村地域社会・環境に注目して住民参加型で地域が進展し、
地域活性化が進む
⑫都市と農村の交流が促進する（農村ツーリズムが促進する）
Ⅵ．個人の可能性が拡がって、生活の豊かさが実感できる
①雇用・収入確保の不安がない
②高齢者・障害者が独りで自立して暮らせる
③ライフコースのパスが多重になっている
④ 個性に応じて社会参画の機会が得られる（年齢・身体障害に
より排除されない）
⑤若年齢層の雇用機会を創出する
⑥生活環境を便利にする
⑦長く使えて広い家に住める（住宅ローン負担からの開放）
⑧ 職業生活と家庭生活・社会生活とのバランスの取れた人間生
活がおくれる
⑨ 生活コストが低下して、食べるために働かなくていい（働く
ことが楽しい）
Ⅶ． 社会が平和で安全・安心に暮らせる
（交通事故・犯罪・テロを回避する）
①交通事故の少ない社会・交通システムを構築する
②犯罪やテロを防止するセキュリティシステムを整備する
③ 交通事故・犯罪・テロの被害を軽減できる防御システムを装
備する
④戦争を回避する
⑤ 社会の秩序維持のため、科学技術の視点から人類社会の進む
べき方向を示す（犯罪やテロへ向かう意識に対する啓発活動）
Ⅷ．災害に強い
① 事故・災害に強く、２次災害が起こらない社会インフラが整
備されている
②気象・災害の短期・地域長期の予知・予測ができる
③事故・災害発生の地点と規模を即時に把握できる
④ 事故・災害発生時に即時に対応して、人命救助や速やかな生
活の復旧が可能となる
Ⅸ．健康に生活できる
①新しい医療技術の開発・展開により、医療サービスが充実する
② 医療に関して、適切な情報を得て、治療法などを個人が選択
できる
③個人の健康維持努力（自己管理）を支援する
④健全な心と体を保ち健康寿命を延伸する
Ⅹ．社会の構造変化に対応する（少子・高齢化、人口減少に対応する）
① 高度に発達した科学技術や社会システムに対応して、教育・
再教育システムを強化する
②シニア世代が能力を発揮できる
③柔軟･多様な雇用体制を整備し、人材の流動化を促進する
④ 在留外国人の受入環境を整備する（異文化理解の促進、受入
外国人の生活環境を整備）
⑤男女共同参画が実質を伴って実現している
⑥ 少子化が回避されている（子どもを産み、育てやすい環境が
整う）
⑦市民が相互に多様な宗教・文化・価値を認め合う
⑧日本独自の文化を継承する
XI. 誰もが家庭や社会でやりがいを持ってそれぞれの役割を担い、
互いに助け合う
① 自由・自我や利便性のみの追求を見直し、規矩のある社会を
目指す
②足るを知る
③ 心の健康が保たれ、生き甲斐が持てる（自殺者が３万人も出
ない）
④子どもが夢を持ち、子ども時代を子どもらしく過ごせる
⑤家族・人間関係を大切にする
⑥ 若いうちからやり甲斐と責任ある役割を担い、社会的にも早
く自立できる 
⑦地域住民間のパートナーシップが回復している
XII.　子どもも大人も目的を持って学び、真の学力を養う
①全国民が科学的合理性を養える仕組みが整う
②教育の質を上げ、真の学力を身につけられる教育を実施する
③ 国際的に学力の高い社会を実現する（高等教育に対して教育
資金の拡充）
④ 教育が規制緩和され、個性に応じた多様な教育機会が提供される
⑤学習現場とそれを活かせる場が密着している
⑥子どもが学ぶことが楽しめる新しい教育学習方法が確立する
⑦子どもの知力を増強する教育システム・環境が構築される
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する関連を把握することを試み
た。デルファイ調査で技術領域の
選定を担った分科会委員（13 分
野 170名）にアンケートを実施し、
ニーズ項目実現のための技術領域
群の寄与度について分析作業を実
施した。
盪デルファイ技術領域との関連性
　すべての分科会から延べ 109件
の回答（分野平均 8.4 件）を得た。
得られた回答を基に、個別領域の
寄与の度合いを指数化して直接的
寄与、間接的寄与毎に集計した。
集計結果の一部を図表８に示す。
蘯将来社会像とデルファイ
　技術領域との関連性
　市民や産業活動の立場からのパ
ネルで提示された将来社会像や、
将来社会に係わる既存の報告など
を参考に、図表９に示される３ケ
ースを例として設定し、図表 10
のように各ケースごとに重視され
るニーズ項目に重み付けをして、
将来社会像に対応したデルファイ
技術領域との関連性を図表８を元
に計算し分析し、図表 11のよう
な結果を得た。
図表８　ニーズ項目とデルファイ技術領域との関連性（一部抜粋）
図表９　政策課題別ケーススタディの例
ケース 優先課題 概　要
A
市民生活重視
（I、II、III を重視）
世界一の健康寿命・快適な
生活環境・安全社会の実現
を目指す。
B
持続可能な経済成長重視
（V、VI、VIII を重視）
社会構造の変化に対応し、
持続的発展が可能な産業の
実現を目指す。
C
心の豊かさ・世界貢献重視
（IV、VII、IXを重視）
個人の物質的充足よりも世
界への貢献等を通じた心の
充足を目指す。
?
 
?????
?
 
?????
?
 
?
 
??????
?
 
?
VI ??????
VII ???
VIII ? ??
IX ? ????
ケースＡ 4 4 4 2 2 2 1 1 1
ケースＢ 2 1 1 1 4 4 2 4 2
ケースＣ 1 2 2 4 1 1 4 2 4
図表 10　ケース別優先課題に対する重み付けの例
重み付けの考え方：
最優先（４ポイント）、優先（２ポイント）、標準（１ポイント）
図表 11　望ましい社会像実現に寄与する分野例
例 要素的寄与 総合的寄与
（ケースA）
市民生活重視
保健・医療・福祉、ライフサイエンス、社会基盤、エレクト
ロニクス、環境、フロンティア、ナノテクノロジー・材料、
情報・通信　など
蘆 産業基盤のうちシステムなどソフト系の領域
蘆 社会基盤のうちシステムなどソフト系の領域
蘆社会技術
蘆 情報・通信
蘆 エレクトロニクス
蘆 フロンティア
蘆環境
蘆ナノテクノロジー・材料
（ケースB）
持続可能な経済成長重視
エネルギ ・ー資源、ナノテクノロジ ・ー材料、フロンティア、
エレクトロニクス、製造、情報・通信、社会基盤　など
（ケースC）
心の豊かさ・世界貢献重視
環境、ナノテクノロジー・材料、エネルギー・資源、フロン
ティア、製造、情報・通信、産業基盤、社会基盤　など
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１‐５
まとめと今後の課題
盧今回の調査全般についての
　まとめ
　今回、国民のニーズを調査・検
討するに際し、社会・経済ニーズ
の抽出にあたっては、今の生活に
おいて失いたくない「必須」のニ
ーズと、「ゆとりや贅沢」と言っ
たニーズを市民の視点で抽出する
ことから始めた。そして、ニーズ
項目の素案を元に、市民・経営者・
有識者のそれぞれの立場で理想社
会像を描くことを目的とした、参
加型プロセスを実施したが、どの
立場からも生活や暮らしに関わり
の深いニーズや社会像が数多く抽
出された。図表 12に、今回の調
査の結果と課題を示す。
　今回の調査では、ニーズ項目
として科学技術が貢献できること
と、科学技術だけでは貢献できな
いことが提示された。これまで多
くの研究者によって開発された技
術が多くの産業を生み出し、今の
わが国を作ってきた。そして、科
学技術がさまざまな問題解決に多
く寄与してきたが、今回の調査で
ニーズに対応するには、科学技術
だけでは直接寄与できないこと
を、これからどのように科学技術
を用いて貢献できるのか考えるよ
うな、新たな視点の構築が必要で
あることがわかった。さらに、こ
うした関係を構築するには、今ま
でのシーズをニーズに対応させる
だけとは違う視点で社会と技術の
関係を捉えることのできる、幅広
い視野を持った人材の育成が必要
であり、ニーズを基点とした技術
開発や産業の育成などの環境整備
や、そのような活動を支援する機
関の創設もこれから望まれる。
　今回の調査は、初めての取り組
みとして参加型パネルや、デルフ
ァイ技術領域との関連度について
も試行的に実施してみたが、以下
に示されるような内容を今後のニ
ーズ課題として提示することも、
今回の調査成果の一部である。
①ウェブアンケートに関して
　国民の意識を調査する手段とし
てインターネットを用いて回答を
得たが、アンケートの設問やその
ときの環境や出来事（例えば大地
震やテロなどの直後）が、回答に
反映されることがあることを考慮
しなければならない。
②ニーズ項目と技術との対応について
　今回あげられたニーズに対応す
るには、どのような技術の寄与が
大きいかを判断する手段として、
デルファイ調査で用いた技術領
域を対象に、単純なニーズ×シー
ズのクロスセクションにより、技
術の寄与度を「直接・間接」の二
者択一の方法で実施した。直接寄
与としては、予想通り、各項目に
深く関わる分野がそれぞれ多く抽
出され、間接寄与としては、産業
基盤や社会基盤の中でもソフト系
の領域や、エレクトロニクス、フ
ロンティア、環境などの分野のポ
イントがそれぞれ高い結果となっ
た。この評価では、130 領域以外
の技術は取り上げていないこと、
回答数が 109であることから、こ
の結果のみでニーズに対応する技
術を判断するには不十分である。
しかしながら、ニーズに対応する
科学技術分野の評価手法の可能性
は示唆された。
盪ニーズ項目の抽出について
　テロや紛争、自然環境の劣化と
いった地球規模の問題が深刻化す
るなかで、従来、ものの豊かさを
求めてきた人々の意識がある程度
満たされ、今ではゆとりや贅沢と
いった心の豊かさを求めるケース
が増えてきていることが、他省庁
などで実施されている各種意識調
査同様、今回の調査でも明確にな
った。
①将来社会の前提条件の提示
　今回の調査は、時代の潮流や将
来の社会・経済的なリスク要因等、
将来社会の前提条件については触
れず、「継続性」と「向上」に対
する意識を市民に対してアンケー
ト調査した。しかし、30年の間に
想定される突発的な出来事、例え
ば大地震や金融恐慌などの状況を
適用することによって、ニーズ項
目として提示される内容も大きく
影響を受けることは明確である。
図表 12　本調査の結果と課題
科 学 技 術 動 向　2005年 11月号
36 Science & Technology Trends   November  2005 37
日本の科学技術の現状と今後の予測　社会・経済ニーズ調査　注目科学技術領域の発展シナリオ調査
②科学技術だけでは解決できない
　ニーズや注目領域以外の技術の
　反映方法
　今回実施したインタビューやパ
ネルの調査結果から抽出されたニ
ーズ項目について、ニーズ分科会
で検討した結果、次に示すような
科学技術だけでは解決が困難なニ
ーズ項目については、特に今後十
分検討することが必要であるとい
う意見が出された。
蘆 科学技術を身近にする情報提供
（サイエンス・コミュニケータ
ーの育成）
蘆企業が求める人材教育
蘆 研究から商業へ移行する過程の
補助
蘆 社会ニーズを継続的に把握する
メカニズムの整備、など
蘯海外で実施されている事例の検討
　国外では、社会・経済ニーズの
抽出を含めた未来予測の取り組み
として、Futur（独）やフォアサ
イト（英国など）が実施されてい
る。こうした海外の事例に学びつ
つ、わが国でも継続的あるいは定
期的に調査を実施し、各立場にお
けるニーズを把握することによっ
て、国民にとって科学技術が身近
なものと感じられ、政策決定者に
とってもより現実的な政策を実施
できうるであろう。
盻継続的な調査に向けて
　望まれること
　戦後、物が不足していた時代は、
国民のニーズに対応するシーズの
開発が進められてきた。例えば医
薬品の開発や食料不足における品
種改良などに進められてきた研究
開発は、まさしく国民のニーズに
対応する技術だった。このように
ニーズに対応させるという手法が
従来の手段であったが、現在は以
前と比べて物質的に豊かになり、
また科学技術を取り巻く環境や国
民の意識が今までとは変化し、将
来はさらに変化することが想像さ
れる。技術が先行してニーズは後
付けされていたケースも当然多く
ある。
　今回の調査結果において、科学
技術だけでは解決できないニーズ
が多数あげられていることから、
今後は市民のニーズや社会の問題
解決に、科学技術というツールを
どう使いこなしていくのかが大き
な課題となる。このために、国民
のニーズとそれに対応する技術と
の間に、法制度やマーケットを熟
知したメディエータの存在が必須
になるものと考えられ、科学技術
をどう使いこなせばよいのかを検
討し考える機関、人材の育成、お
よびそれを支える環境、制度の整
備が重要となってくる。さらに、
科学技術というツールだけでは解
決できない場合の対応を考えるこ
とも重要である。
　科学技術の推進におけるニーズ
アプローチの必要性の高まりとと
もに、社会・経済的なニーズを把
握すること、そのニーズと科学技
術の関係を明らかにすることが今
後も重要となる。ニーズアプロ
ーチですべての課題が解決する
というわけではなく、科学技術
が問題の解決に主導的な役割を
果たす場合があることにも留意
する必要がある。市民が思いも
かけなかったこと（潜在的なニー
ズ）が、科学技術によって実現し
ている例も少なくない。シーズ
主導による科学技術の限界とニ
ーズ主導による科学技術の限界の
それぞれについて十分な把握を行
い、科学技術と社会の調和を検討
していく必要がある。
2   注目科学技術領域の発展シナリオ調査蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
本調査の目的
　将来の科学技術政策に対する具
体的な戦略・戦術を考えるために、
これまでにも種々の調査が行われ
ているが、その多くは、過去・現
在の状況分析をもとに、個々の問
題点を解決しようとするものであ
る。しかしながら、この場合には、
想定される戦略（将来のビジョン）
が、過去あるいは現在の問題への
解決方法になり、戦術（対策）が
後手に回る、という可能性がある。
本調査は、将来ビジョンの不確定
さという懸念をあえて容認したう
えで、過去・現在の状況分析をも
とに、まず、将来の発展シナリオ
を描き、その発展シナリオに向け
て日本のとるべきアクション（戦
略・戦術）を引き出そうとしたも
のである（図表13）。
　本調査は、科学・技術・社会の
幅広い分野において、主観的かつ
規範的な将来のビジョンを描いて
みるという意味において、従来か
ら予測調査として行なわれてきた
デルファイ調査を補完するものと
いう位置付けにあり、予測調査と
しては８回目にあたる今回の「科
学技術の中長期発展に係る俯瞰的
図表 13　発展シナリオのイメージ
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予測調査」において初めて試みら
れたものである。（注：デルファ
イ調査は技術的課題を中心とした
専門家集団のコンセンサスの収集
である。科学技術動向 2005 年７
月号参照）
２‐２
調査方法
盧調査全体の流れ
　本調査は、その調査方法自体
が、日本の俯瞰的な予測調査とし
ては初めての試みであり、用語の
定義から調査段階の各手法に至る
まで、すべて試行によって軌道修
正しながら行なわれた。調査手順
は図表 14に沿って行なわれたが、
このような初めての試みにおいて
は、調査分科会による用語の定義
付けや調査方針の議論は特に重要
なプロセスであった。
盪本調査における定義付け
　本調査では、「発展シナリオ」
というものを以下のように考え
る。ここで言う「シナリオ」の定
義は、一般的な意味でのシナリオ
とは必ずしも一致していない。
蘆 発展シナリオとは、単なる特定
分野の科学技術予測にとどまら
ず、シナリオライターが将来の
日本における発展的なビジョン
を描き、それに資する科学技術
の発展動向と日本のとるべきア
クションを記述したものでなけ
ればならない。
蘆 通常、将来に対しては幾通りも
のシナリオが考えうるが、ここ
では作成者の見識に基づいて最
も有り得べき将来シナリオをひ
とつ描いていただく。現状維持
あるいはネガティブな将来像に
対しては、それをできるかぎり
改善していく方向性を「発展シ
ナリオ」と位置づける。
蘆 発展シナリオの場は日本である
ことを前提とするが、検討にあ
たっては諸外国の戦略等も視野
に入れて書かれるべきである。
蘆 シナリオ調査の対象とするタイ
ムレンジに関しては、分野によ
り違いはあるが、おおよそ今後
30年程度までを目安とし、特に
2015年頃を中心とする。
　本調査では、今後 10～ 30年程
度を見通した場合に、社会・経済
的な貢献が大きい科学技術領域、
革新的な知識を生み出す可能性
を持つ領域などを「発展シナリオ
テーマ」として 50程度抽出して、
個々に発展シナリオを描くことと
した。本調査で言う「発展シナリ
オテーマ」は、以下の方針で選定
された。
蘆 技術的なテーマだけでなく、純
粋科学や基礎科学領域、社会科
学領域も発展シナリオのテーマ
として取り扱う。
蘆 本調査は、国の基本計画に反映
するための資料であるため、民
間企業が独自に行えるようなテ
ーマは民間に任せるという基本
姿勢に基づいて、日本として考
えるべきテーマを中心に選定を
行なう。
　また、本調査における「シナリ
オライター（発展シナリオの作成
者）」は、以下に示すような方が
望ましいとした。
蘆 当該テーマに関連した科学技術
について、深い見識を有する方。
蘆 単なる技術予測だけではなく、
当該シナリオテーマに関して将
来の日本のビジョンをお持ちで
あり、そのビジョンと科学技術予
測から、日本のとるべきアクシ
ョンについて提言のできる方。
蘆 発展シナリオの仕様に沿って、
発展シナリオを作成できる方。
蘯本調査の特徴
　本調査の特徴は、以下に集約さ
れる。
①本調査で用いる用語の
　定義の明確化
　「発展シナリオ」「シナリオテー
マ」「シナリオライター」といった
用語を盪項で述べたように明確化
して、その定義をライターに提示
したうえでシナリオを執筆してい
ただいた。このような用語は必ず
しも一般的でなくとも良いが、一
貫して用いることが重要である。
②「シナリオ作成仕様書」による
　執筆仕様の明確化
　ライターに提示された「シナリ
オ作成仕様書」は、調査計画期間
にシナリオ作成の予行（パイロッ
ト・ラン）を実施する過程を経て、
作成および改善されたものであ
る。ここでは、本調査の意味や定
図表 14　調査活動の全体の流れ
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義付けをライターに正しく伝える
とともに、幅広い領域のテーマで
共通に用いることのできる仕様書
作成を目指した。結果的に仕様書
は、「発展シナリオ作成の趣旨」「シ
ナリオ作成にあたっての意識」「シ
ナリオ作成要領」などが明確化さ
れたものになった。
　特に、作成要領においては、図
表 13に示したような「現状分析」
「発展シナリオ」「日本のとるべき
アクション」という３部構成を採
ること、それらのおおよその分量、
時間軸を意識した発展シナリオ作
成などが明記されている。特に基
礎科学や社会科学などにおいては
時間軸を入れた図表作成などとい
う要求は極めてハードルの高いも
のであると予想されたが、結果的
には多くのライターの方々に仕様
書に沿って執筆していただくこと
ができた。ライターに提示された
シナリオのイメージは、図表 15
のようなものである。
③テーマ選択の幅とその提示方法
　本調査では、基礎科学研究・応
用技術・社会科学やそれらのイン
パクトなど幅広い課題設定が成さ
れた。これは本調査がデルファイ
調査よりも広い領域をカバーする
ように意図されたものであること
による。しかし、調査の時間的制
限により取り上げられるテーマ数
には限界があるため、科学技術の
扱うべき対象全体を網羅すること
は目指ささず、盪項のテーマの定
義付けの方針に沿ったものから優
先的に選択された。実際のテーマ
選定過程では、他の調査分科会等
からの提案を参考に、その他の要
望も取り入れながら２回に分けて
調整し、本調査分科会が決定した。
　また、発展シナリオテーマは、
単なるテーマ名ではなく、シナリ
オ調査分科会からシナリオ作成者
に対する問いかけ（調査分科会か
らのメッセージを込めたもの、あ
るいは、テーマ名によって表現さ
れた課題の見通しを質すもの）と
してシナリオライターに提示され
た（図表16）。
④参加型手法による
　シナリオライターの選出
　本調査では、シナリオは当該領
域の第一人者（卓越した個人）に
より書かれるべきであるとした
が、その選出過程にはできる限り
多くの方々による参加型手法が試
みられた。図表17に示したように、
当該テーマの関連学協会や関連団
体など（各 10団体程度）から推
薦を受けた方のリストを、より多
くの学協会や関連団体（500 団体
以上）に投票していただき、これ
を調査分科会が承認する形で執筆
依頼順位を決め、依頼順位の高い
方から執筆の諾否をうかがうとい
う方法を採った。１テーマに付き、
原則２人ずつのシナリオライター
に執筆が依頼された。
２‐３
調査結果と公表
　結果的に、図表 18に示す計 48
の発展シナリオテーマが選定され
た。概観しやすいように図表 18
では「科学技術の一般的課題」、「基
図表 15　シナリオライターに提示されたシナリオのイメージ
図表 16　テーマの提示方法
発展シナリオテーマ（No.） 関連するキーワード
○○○計測と○○医療
QOL向上を目指した生体機能回復およびその支援
IT技術の医療への応用
内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容
患者の負担を軽減し、QOLを維持するという観点から、○○医療への期待は非常に高い。
○○技術および前提としての○○技術の発展動向・現場への導入を展望していただき
たい。‥‥
蘆 △△技術・▽▽技術がどのように社会に貢献してゆくか。
蘆未来に置いて、○○計測と○○医療はどこまで進か。
蘆現場への普及はいつか、その結果、何が変わるか
蘆‥‥‥
蘆‥‥‥
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礎科学」、「産業・社会」などとい
ったシナリオ調査独自の領域に分
けて示しているが、これらの領域
は単に作業上の分類であって、ラ
イターには提示されず、また、結
果あるいは分析にも関係していな
い。実際に執筆物を提出された
方々の氏名も図表 18に合わせて
示す。執筆を受諾されたものの、
実際には提出いただけなかった方
がいらしたため、最終的に、47テ
ーマ、計 85編のシナリオが執筆
された。
　執筆されたシナリオは報告書
（NISTEP REPORT No. 96）に全
件を掲載している。なお、これら
を全て読み砕くのは容易なことで
はないため、執筆者にご承諾を得
たうえで各テーマに１枚ずつの概
要（シナリオが描いている将来展
望・視点、日本がとるべきアクシ
ョンの提言など特徴的な部分を抜
き出して作成）も報告書に同時掲
載している。
２‐４
本調査から得られた知見
盧複数のシナリオに共通する
　認識や提案の抽出
　科学技術政策研究所では、執筆
された発展シナリオから共通する
認識や提案等を抽出した。これら
は、今後の日本の科学技術政策に
おいて、分野の壁を越えて共有す
べき認識であろうと考えられる。
① 分野を問わず多くのテーマにお
いて、他分野との融合・学際的
研究・組織間障壁打破などの必
要性が指摘されている。
② 分野を問わず多くのテーマにお
いて、国レベルでの戦略的計画
の必要性が訴えられている。ま
た、特定の目的を持つ研究拠点
を設立し、複数分野の人材を集
合させるべきとの提案が多い。
③ 科学技術の社会とのつながり、
特に、国民的理解を得る努力の
必要性が指摘されている。
④ 社会環境変化に対応するよう
に、制度面での改善が提案され
ているテーマも数多い。
⑤ 推進される各政策の迅速な評価
を行なうために、評価データを
整備し、逐次評価が行なえるよ
うな体制作りが望まれている。
⑥ 本調査では日本のとるべきア
クションを問うているため、欧
米追従ではない日本の独自性
を打ち出した研究開発の必要性
（必然性）が訴えられている一
方で、モデルや成功例として
は欧米のケースが数多く挙げら
れている。
⑦ 本調査では発展的な将来像を描
くことを要請したが、いくつか
のテーマにおいては、ネガティ
ブな方向性を考えざるを得ない
との記述が見られる。
潯 数学のような基盤的学問領域、
あるいは実現困難度が高い研究
分野においては、人的資源の確
保、特に分野固有の教育体制確
立が提案されている。
潛 ライフサイエンス分野に関連
図表 17　シナリオライター選出過程
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図表 18　シナリオテーマと最終的な発展シナリオの提出者
番号 領域 シナリオタイトル シナリオライター 所属
1
??????
科学技術進化モデルの再構築
長尾　　真
長谷川眞理子
C情報通信研究機構　理事長
早稲田大学　政治経済学部　教授
2 学協会の意味と活動のあり方 吉川　弘之 C産業技術総合研究所　理事長
3 科学技術人材の育成と処遇
4
????
数学の研究発展と数学教育
広中　平祐
ピーター・フランクル
譛数理科学振興会　理事長
算数オリンピック財団　評議員
5 基礎科学の位置づけ
小林　信一
平澤　　d
C科学技術振興機構社会技術研究システム研究センター長
東京大学　名誉教授
6 宇宙科学
海部　宣男
松本　　紘
大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台　台長
京都大学生存権研究所　所長
7
????????
長寿社会に対応する再生医療
桜井　靖久
森下　竜一
東京女子医科大学　名誉教授
大阪大学大学院　臨床遺伝子治療学　教授
8
ナノバイオ技術を
利用した創薬
橋田　　充
馬場　嘉信
京都大学大学院　薬学研究科　教授
名古屋大学大学院　工学研究科化学・生物工学専攻教授
9
個人のニーズに対応する
新規医療
新井　賢一
田中　　博
東京都臨床医学総合研究所　所長
東京医科歯科大学情報医科学センター長・教授
10
低侵襲生体計測技術と
低侵襲医療
橋爪　　誠
森川　康英
九州大学医学研究院　先端医療医学部門　教授
慶応技術大学医学部外科学教室（小児科）　教授
11
脳科学に基づく認知と
情動神経機構の統合的理解
甘利　俊一
加藤元一郎
C理化学研究所脳科学総合研究センター　センター長
慶應義塾大学医学部精神神経科　助教授
12 感覚補綴（ほてつ）技術
赤居　正美
清水　　豊
浜田　　淳
国立身体障害者リハビリテーションセンター病院運動機能系障害
研究部
電気通信大学　電気通信学部システム工学科　教授
大阪大学大学院　医学系研究科　情報伝達医学専攻
13 疾病構造の変化と医療
岩本　愛吉
長谷川敏彦
東京大学医科学研究所　先端医療研究センター　センター長
国立保健医療科学院　政策科学部　部長
14
予防医学とリンクした
食品科学
阿部　啓子
伏木　　亨
東京大学大学院　農学生命科学研究科応用生命化学専攻　教授
京都大学大学院　農学研究科食品生物科学専攻　教授
15 生命化学の学際的発展 臼井　支朗 C理化学研究所　脳科学総合研究センター　チームリーダー
16
????
五感を活用する
コミュニケーション
柏野　牧夫
舘　　　b 東京大学大学院　情報理工学系研究科　教授
17 超大容量情報処理デバイス 根元　義章 東北大学情報シナジーセンター長
18
情報通信システムにおける
超低消費電力技術
中村　　徹
松島　裕一
法政大学工学部　情報電気電子工学科　教授
C情報通信研究情報通信部門　部門長
19 超高速大容量ネットワーク 井上　友二 日本電信電話譁　取締役第三部門　部門長
20 生活支援ロボティクス
小菅　一弘
萩田　紀博
東北大学大学院　工学研究科機械知能工学専攻　教授
譁国際電気通信基礎技術研究所　ロボティクス研究所　所長
21
ヒューマノイド
（人型ロボット）技術
井上　博允
土井　利忠
日本学術振興会監事
ソニー・インテリジェンス・ダイナミクス研究所譁　所長
22 GPS技術による情報サービス
柴崎　亮介
玉真　哲雄
東京大学空間情報科学研究センター　教授
譛ディフェンスリサーチセンター（DRC）理事
23
ソフトウェア
エンジニアリング
玉井　哲雄
山本修一郎
東京大学大学院　総合文化研究科　広域システム科学系　教授
譁NTTデータ　技術開発本部
24 情報技術による生物模倣
大森　隆司
川人　光男
北海道大学 大学院情報科学研究科 複合情報学専攻　教授
譁国際電気通信基礎技術研究所　脳情報研究所　所長
25 量子情報技術
今井　　浩
山本　喜久
東京大学大学院情報理工学系研究科コンピュータ科学専攻教授
国立情報学研究所＆スタンフォード大学電気工学科　教授
26 情報通信環境
坂村　　健
土井美和子
東京大学大学院　情報学環　教授
譁東芝研究開発センター　ヒューマンセントリックラボラトリー
研究主幹
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番号 領域 シナリオタイトル シナリオライター 所属
27
??
?
低エミッション都市 安井　　至 国際連合大学副学長
28 環境観測 秋元　　肇 C海洋研究開発機構地球環境フロンティア研究センター　プログ
ラムディレクター
29
環境問題解決のための
科学技術指標
平　　啓介
山本　良一
琉球大学　監事
東京大学生産技術研究所　教授
30 環境修復技術
西村　　実
和田英太郎
譁日本総合研究所創発戦略センター
C海洋研究開発機構地球環境フロンティア研究センター　プログ
ラムディレクター
31
?????
 ?
計算機シミュレーションに
よる材料設計
土井　　正男
宮本　　明
東京大学大学院　工学系研究科物理工学専攻　教授
東北大学　工学化学・バイオ工学科応用化学専攻　教授
32 計測技術 合志　陽一 C国立環境研究所理事長
33
?????
燃料電池開発と社会への普及
太田健一郎
本間　琢也
横浜国立大学大学院　工学研究院　教授
燃料電池開発情報センター　常任理事
34 省エネルギー
殿村　重彰
松井　一秋
C新エネルギー・産業技術総合開発機構　省エネルギー技術開発
部　部長
譛エネルギー総合工学研究所研究理事
35
????容易に真似の出来ない設計・
製造技術
赤池　　学
新木　闊c
譁ユニバーサルデザイン総合研究所
譁トヨタケーラム代表取締役社長
36
超多品種少量
自動生産システム
中馬　宏之
橋向　博昭
一橋大学イノベーション研究センター　教授
譁山武藤沢工場　制御機器事業部　Javaコンソーシアム
37
???
社会インフラの再生と
維持管理
魚本　健人
中村　英夫
東京大学生産技術研究所　都市基盤安全工学国際研究センター教授
武蔵工業大学　学長
38
??????
地球深部探査
大久保修平
平　　朝彦
東京大学地震研究所　教授
C海洋研究開発機構　地球深部探査センター長
39 衛星技術
住　　明正
畚野　信義
東京大学気候システム研究センター　教授
譁国際電気通信基礎技術研究所　社長
40 ??????
????????
食料安定供給
貝沼　圭二
高橋　正郎
譛農業技術協会会長
女子栄養大学大学院客員教授
41 災害後の復旧
河田　恵昭
藤原　広行
京都大学防災研究所　巨大災害研究センター長　教授
C防災科学技術研究所　防災基盤科学技術研究部門　室長
42 自動車社会
小林　敏雄
大聖　泰弘
譛日本自動車研究所　所長
早稲田大学　理工学部機械工学科　教授
43
?????
金属におけるリスク管理 今野　　浩 中央大学理工学部経営システム工学科　教授
44 経済変動の予測技術
高安　秀樹
西村　和雄
ソニーコンピュータサイエンス研究所　シニアリサーチャー
京都大学経済研究所　複雑系経済研究研究センター　教授
45
少子社会における
「次世代」の心身健全育成
別所　文雄 杏林医学部教授
46 情報投資による効率向上
青木　利晴
平野　雅章
譁NTTデータ　取締役相談役
早稲田大学ビジネススクール教授
47
科学技術における
アジアの多様性と融合
石井　威望 東京大学名誉教授、譁東京海上研究所理事長
48 芸術・文化・遊びと科学技術
中津　良平
松原　　仁
関西学院大学理工学部情報科学科教授
公立はこだて未来大学情報アーキテクチャ学科教授
テーマ分類は、単に作業上の分類であって、ライターには提示されない。また、ライター名は五十音順（敬称略）、所属は平成 17年３月現在
のもの
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42
する９テーマに共通に挙げられ
ている今後のキーワードは「計
算機科学あるいは情報科学の利
用」、および、そのシステム構
築であり、これらに関して不足
感があるものと考えられる。
濳 情報通信分野の各テーマでは
ユビキタス社会の実現が前提
になっており、2015 年頃を境
として社会全体が知識活用の時
代を迎えるとされている。来た
るべき社会の状況を表現するた
め、ユビキタス以外にも新しい
概念用語を作り出す試みが始ま
っている。
潭 エネルギー・社会基盤などの分
野では、自然科学的アプローチ
に先立って、特に、社会的問題
の解決あるいは社会的目標設定
の明確化の必要性が提案されて
いる。
澂 産業発展に関わるテーマにおい
て、情報通信技術に対する的確
な投資や施策が、安心な社会や
産業競争力の維持に結びつくと
いう指摘がなされている。特に、
ハードウエアに比べてソフトウ
エアの技術開発の遅れが指摘さ
れている。
盪テーマ間の関係
　各概要に掲載されている関連テ
ーマをマップ化したものが図表19
である。関連テーマは、各執筆内
容を見ながら、科学技術政策研究
所によって各概要に付与されたも
のである。図表 19から読み取れ
る特徴を以下にまとめる。
① 他のテーマとの関連性が特に高
いテーマとしては、「情報通信
環境」、「個人のニーズに対応す
る新規医療」、「基礎科学の位置
付け」が挙げられる。
② 図表 19中の点線のように大き
な括りをしてみると、「ライフ
サイエンス・医療」に関する括
りと「情報通信」に関する括り
の重なりが非常に大きいことが
特徴的である。この重なり部分
とは、ロボット技術・感覚技術・
生物模倣などに関わる研究分野
である。
③ 図表 19中の点線のように、「環
境」に関する分野と「フロンテ
ィア」に関する分野を一括りに
することができる。この括りは
は環が重なったような繋がりを
示しているが、環状を成すうえ
でキーとなっているテーマがあ
り、それらは「衛星技術」、「自
動車社会」、「環境観測」などで
ある。
④ 「情報」に関する括りと「環境・
フロンティア」に関する括りを
繋いでいるのは、GPS技術・復
旧技術・自動車技術等に関わる
分野である。
２‐５
まとめと本調査の発展性
　「科学技術の中長期発展に係る
俯瞰的予測調査」の一環として、
発展シナリオを描き、それに対す
る日本のアクションを引き出そう
とする試みが行なわれ、結果的に
47テーマに対して 85編の発展シ
ナリオが描かれた。これらが基に
なって、今後、日本の将来に対す
るより深い議論が巻き起こること
を期待している。
　なお、科学技術政策研究所では、
本調査の一部を発展させる形で、
すでに以下のような試みも開始し
ている。
蘆 「科学技術の中長期発展に係る
俯瞰的予測調査」内の他調査と
の関連性の分析
蘆 いくつかのテーマに焦点を当て
たワークショップを開催し、発
展的な議論を進める試み
蘆 本調査と同一のテーマを用い
た、異なるタイプのシナリオ作
成手法の試行
図表 19　シナリオテーマ間の関連
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科学技術動向研究センターのご紹介
　平成 13年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する
政策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技
術分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 1月より新たに「科学技術動
向研究センター」を設立いたしました。本センターでは、第 2期「科学技術基本計画」に
示されたライフサイエンス、情報通信等の重点分野の最新動向に係る情報の収集や今後の
方向性についての調査・研究に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供いたします。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。
センター長
総括ユニット
ライフサイエンス・医療ユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
材料・製造技術ユニット 蘆ナノテクノロジー・材料分野蘆製造技術分野
蘆全体の企画、調整、とりまとめ
蘆社会基盤分野
蘆フロンティア（宇宙・海洋）分野
蘆ライフサイエンス分野
蘆情報通信分野
蘆環境分野
蘆エネルギー分野
1  「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　わが国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布いたします。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp において
公開します。
2 重要科学技術分野・領域の
  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、わが国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
3 技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法による技術予測調査
をほぼ 5年ごとに実施しています。
2003 年度より２年間にわたり「科学
技術の中長期的発展に係る俯瞰的予
測調査」を実施いたしました。
??????????????
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
【連絡先】〒100－0005東京都千代田区丸の内2－5－1
【電　話】03－3581－0605　【FAX】03－3503－3996
【ＵＲＬ】http://www.nistep.go.jp
【E-mail】stfc@nistep.go.jp
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレス
または電話番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき
「報告書一覧科学技術動向･月報」でご覧いただけます。
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